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ＮＰＯ関連施策 
―令和６年度及び令和７年度予算― 
通常事業 計２３０件、復興関連事業 計１６件 

 

（目次） 

府省庁名 通常事業（件） 復興関連事業（件） 総括表ページ数 

復興庁 ０ １ Ｐ２ 

内閣府 ６ １ Ｐ３～Ｐ５ 

こども家庭庁 ６４ ０ Ｐ６～Ｐ１９ 

法務省 １ ０ Ｐ２０ 

外務省 ７ ０ Ｐ２１ 

文部科学省 ２９ ３ Ｐ２２～Ｐ２９ 

厚生労働省 ４５ ２ Ｐ３０～Ｐ４１ 

農林水産省 ３４ ３ Ｐ４２～Ｐ４８ 

経済産業省 ７ ５ Ｐ４９～Ｐ５２ 

国土交通省 ２５ ０ Ｐ５３～Ｐ５８ 

環境省 ９ １ Ｐ５９～Ｐ６２ 

総務省 ３ ０ Ｐ６３ 
 
※各施策の詳細につきましては、記載されている所管部局へお問い合わせください。 
※令和６年度予算額には、補正予算額を含みます。 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 復興庁 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 被災者支援総合交付金

（被災者支援総合事業） 

継続 復興の進展に伴い、自治体が直面する被

災者支援の重要課題（住宅・生活再建支

援、コミュニティ形成支援、「心の復

興」、被災者生活支援、被災者支援コー

ディネート、県外避難者相談支援など）

への対応を支援する。 

(7,699 の内数) （9,258 の内数） 100％ 県、市町村、

NPO 等 

厚生労働班 

03-6328-0274 

被災者支援班 

03-6328-0271 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 内閣府 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地域女性活躍推進交

付金 

継続 地域における女性の活躍を迅速かつ重点

的に推進するため、関係団体等と連携し

て地方公共団体が行う、女性デジタル人

材・女性起業家、「女性・平和・安全保

障（ＷＰＳ）」の観点も踏まえた女性防

災リーダーの育成や役員・管理職への女

性登用、ＮＰＯ等の知見を活用した困難

や不安を抱える女性への相談支援やその

一環として行う生理用品の提供等、地域

の実情に応じた取組を支援する。 

（300 の内数） （1,000 の内数） 1/2 又は 3/4 地方公共団体 

（ NPO 法人等

への委託が可

能） 

各地方公共団体

担当課 

 

２ 社会参加活躍支援等

孤独・孤立対策推進

交付金 

名称

変更 

孤独・孤立対策の安定的・継続的な推進

に向けて、地方における官・民・ＮＰＯ

等の連携による地域の実情に応じた孤

独・孤立対策の推進を支援するととも

に、孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等

の運営能力の向上や活動基盤の整備に取

り組む中間支援組織を支援する。 

135 131 1/2、3/4 又は 

2/3 

地方公共団

体、NPO 法人 

等 

内閣府孤独・孤

立対策推進室 

03-3581-4537 

孤独・孤立対策

推進交付金の名

称変更 

３ 地域における孤独・

孤立対策に関するＮ

ＰＯ等の取組モデル

調査 

継続 誰にでも起こり得る孤独・孤立の問題に

対しては、予防等の観点から、地域の多

様な主体の連携を通じた日常生活環境で

の緩やかなつながりや居場所の確保が重

要になるため、こうした孤独・孤立の予

防や早期対応に資するＮＰＯ等の取組モ 

デルを構築し、全国展開を図るととも

に、効果的な支援方法等の検討を行う。 

0 200{200} ― 国 内閣府孤独・孤

立対策推進室 

03-3581-4537 

 



4 
 

４ 被災者支援団体へ

の交通費補助事業 

継続 

 

支援に駆けつける NPO・ボランティア団

体等の被災者支援団体の活動経費につ

いて一部補助する。 

83 275 定額 内閣府 内閣府政策統括

官（防災担当）

付 

参事官（普及・

防災教育・NPO

ボランティア連

携担当）付 

03-5797-7924 

 

５ 災害対策への民間

主体の参画促進に

関する調査（う

ち、 NPO 等の団体 

情 報 登 録・管

理データベース整

備事業） 

継続 活動団体登録制度の円滑な運用に向け

た NPO 等の団体情報の登録・管理デー

タベースを整備する。 

44 (155 の内数) ― 内閣府 内閣府政策統括

官（防災担当）

付 

参事官（普及・

防災教育・NPO

ボランティア連

携担当）付 

03-5797-7924 

 

６ 災害ケースマネジ

メントの普及・定

着 

継続 都道府県と連携した関係者向けの説明

会や平時からの体制構築を目的とした

モデル事業、全国協議会、被災地の伴

走支援を実施 

8 22 ― 内閣府 内閣府政策統括

官（防災担当）

付 

参事官（避難支

援担当）付 

03- 3593-2849 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 内閣府 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ ＮＰＯ等の「絆力

（きずなりょく）」

を活かした復興・被

災者支援事業 

継続 復興・被災者支援を図っていくため、

NPO 等が被災者と被災者、被災者と行

政、被災者と支援者等を結びつける「絆

力（きずなりょく）」を活かして復興・

被災者支援を行う取組※1 や、復興・被

災者支援を行う NPO 等の絆力を強化す

るための取組※2 に対して支援を実施。 

※1 被災者の心のケア、健康・生活支援

に向けた取組、コミュニティ形成支援等

の復興に向けた取組、原子力災害からの

復興に向けた取組、中間支援の取組 

※2 復興・被災者支援を行う NPO 等が

支援者等と結びつくためのマッチング・

交流等（各県が実施） 

91 101 2/3 左記※1 

NPO 法人、自

治会、社会福

祉法人、協議

会等 

左記※2 

岩手県、宮城

県、福島県 

内閣府 

政策統括官(経

済社会システム

担当)付参事官

(社会基盤担当) 

03-6257-1514 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 こども家庭庁 

                                                                
 

連番 
事業名 

区

分 
施策・事業概要 

令和７年度予算

額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 利用者支援事

業 

 

 

継

続 

教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等の利用について情報

収集を行うとともに、子どもや

保護者からのそれらの利用に当

たっての相談に応じ、必要な助

言を行い、関係機関等との連絡

調整等を実施する。 

（213,822 の

内数）（地域子

ども・子育て

支援事業の一

事業として実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

2/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課 別途、重層的

支援体制整備

事業（厚生労

働省）として

も実施 

２ 延長保育事業 

 

 

継

続 

保育認定を受けた子どもについ

て、通常の利用日及び利用時間

以外の日及び時間において、認

定こども園、保育所等において

保育を実施する。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207.828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

３ 放課後児童健

全育成事業 

 

 

継

続 

保護者が労働等により昼間家庭

にいない小学校に就学している

児童に対し、授業の終了後等に

小学校の余裕教室や児童館等に

おいて適切な遊び及び生活の場

を与えて、その健全な育成を図

る。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

４ 子育て短期支

援事業 

 

 

継

続 

保護者の疾病等の理由により家

庭における養育が一時的に困難

となった児童について、児童養

護施設等において必要な養育・

保護を行う。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

５ 乳児家庭全戸

訪問事業 

 

継

続 

生後４か月までの乳児のいるす

べての家庭を訪問し、子育て支

援に関する情報提供や養育環境

等の把握を行うなど、乳児のい

る家庭と地域社会をつなぐ最初

の機会とすることにより、乳児

家庭の孤立化を防ぐことを目的

とする。 

（213，822 の

内数）（地域子

ども・子育て

支援事業の一

事 

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

６ 養育支援訪問

事業 

 

継

続 

養育支援が特に必要であると判

断される家庭に対して、保健

師・助産師・保育士等が居宅を

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  
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 訪問し、養育に関する指導、助

言等を行う。 

援事業の一事 

業 と し て 実

施） 

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

７ 地域子育て支

援拠点事業 

 

 

継

続 

地域において子育て支援拠点を

身近な場所に設置し、子育て親

子の交流促進や子育て等に関す

る相談の実施等を行う。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課 別途、重層的

支援体制整備

事業（厚生労

働省）として

も実施 

８ 一時預かり事

業 

 

 

継

続 

家庭において保育を受けること

が一時的に困難となった乳幼児

について、保育所その他の場所

において一時的に預かり、必要

な保護を行う。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

９ 病児保育事業 

 

 

継

続 

病児について、病院・保育所等

に付設された専用スペース等に

おいて、看護師等が一時的に保

育等を行う。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

10 子育て援助活

動支援事業

（ファミリ

ー・サポー

ト・センター

事業） 

 

継

続 

乳幼児や小学生等の児童を有す

る子育て中の保護者を会員とし

て、児童の預かり等の援助を受

けることを希望する者と当該援

助を行うことを希望する者との

相互援助活動に関する連絡、調

整を行う。 

（213,822の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（207,828 の内

数）（うち補正

予算 393）（地域

子ども・子育て

支援事業の一事

業として実施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

11 子ども・子育

て支援施設整

備交付金 

 

 

 

 

継

続 

放課後児童クラブ、病児保育施

設の施設整備（創設、増築、増

改築等）に係る経費の一部を補

助する。 

9,068 16,867（うち補

正予算 1,283）

［16,867 の内

数］ 

2/9（待機児童

解消のための

整備の場合

1/2）、3/10 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜設置主体＞ 

市区町村、社

会福祉法人、

NPO 法人等 

各市区町村の担当課  

12 

 

次世代育成支

援対策施設整

備交付金（う

ち、児童自立

生活援助事業

所、小規模住

居型児童養育

事業所、地域

子育て支援拠

点事業所、利

用者支援事業

継

続 

児童自立生活援助事業所、小規

模住居型児童養育事業所、地域

子育て支援拠点事業所、利用者

支援事業所、子育て短期支援事

業所、社会的養護自立支援拠点

事業所、妊産婦等生活援助事業

所、児童育成支援拠点事業所、

一時預かり事業所、産後ケア事

業を行う施設、児童発達支援セ

ンター、児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業

6,652 20,491(うち補

正予算

13,839）

［20,491 の内

数］ 

定額（1/2 相

当） 

＜実施主体＞ 

都道府県又は

指定都市、中

核市若しくは

市町村 

＜設置主体＞ 

NPO 法人、社

会福法人、医

療法人、日本

赤十字社、公

益社団法人、

実施主体の児童福祉担当課  
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所、子育て短

期支援事業

所、社会的養

護自立支援拠

点事業所、妊

産婦等生活援

助事業所、児

童育成支援拠

点事業所、一

時預かり事業

所、産後ケア

事業を行う施

設、児童発達

支援センタ

ー、児童発達

支援事業所及

び放課後等デ

イサービス事

業所、居宅訪

問型児童発達

支援事業所、

保育所等訪問

支援事業所及

び障害児相談

支援事業所に

係る施設整備

事業） 

所、居宅訪問型児童発達支援事

業所、保育所等訪問支援事業所

及び障害児相談支援事業所の施

設整備（創設、増築、増改築

等）に係る経費の一部を補助す

る。 

一般社団法

人、公益財団

法人、一般財

団法人、営利

法人等 

13 就学前教育・

保育施設整備

交付金 

 

 

 

継

続 

施設整備（創設、増築、増改築

等）に係る経費の一部を補助す

る。 

24,462 107,405（うち

補正予算

82,943）

［107,405 の内

数］ 

 

定額（1/2 相

当） 

※「保育提供

体制の確保の

ための実施計

画」の採択を

受け、嵩上げ

要件を満たす

自治体の場合 

2/3 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

14 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

民有地マッチ

ング事業） 

継

続 

地権者から整備候補地の公募・

選考等を行うとともに、当該候

補地での保育園等整備を希望す

る法人の公募・選考等に必要な

経費の一部を補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

都道府県等が

認めた者 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

15 保育対策総合

支援事業費補

継

続 

保育所等を賃貸物件を活用して

設置する際や、幼稚園において

(46,411 の内

数) 

(55,122（うち

補正予算 1,666

1/2 

※「保育提供

＜実施主体＞ 

市区町村 

実施主体の保育担当課  
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助金（うち、

保育所等改修

費等支援事

業） 

長時間預かり保育を実施する

際、認可外保育施設が認可保育

所等の設備運営基準を満たすた

めに必要な改修費等の一部を補

助する。 

の内数）の内数 体制の確保の

ための実施計

画」の採択を

受け、嵩上げ

要件を満たす

自治体の場合 

2/3 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

16 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可外保育施

設改修費等支

援事業） 

継

続 

認可外保育施設について、認可

保育所等の設備の基準を満たす

ために必要な改修費や移転費等

の費用を補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

17 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

都市部におけ

る保育所等へ

の賃借料等支

援事業（①都

市部における

保育所等への

賃借料支援事

業②保育所等

設置促進事

業）） 

継

続 

①賃借料が局地的に実勢と乖離

している地域の保育所につい

て、公定価格における賃借料加

算との乖離分を補助する。 

②保育所等の整備にあたり、土

地の確保が困難な都市部等での

保育所等の整備を促進するた

め、土地借料の一部を補助す

る。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

18 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育士・保育

所支援センタ

ー設置運営事

業） 

継

続 

潜在保育士への就職支援、保育

所に勤務する保育士等への相談

支援、保育所の潜在保育士活用

支援等を実施する保育士・保育

所支援センターの設置・運営に

要する費用の一部を補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

指定都市 

中核市 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

19 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育士や保育

事業者等への

巡回支援事

業） 

継

続 

保育所等に勤務する保育士や保

育事業者等を対象とした巡回支

援に要する費用の一部を補助す

る。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

20 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち保

育環境改善等

事業） 

継

続 

保育所等において、障害児を受

け入れるために必要な改修等や

病児保育事業（体調不良児対応

型）を実施するために病児・病

後児保育（体調不良児対応型）

の設備の整備等、新型コロナウ

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2,1/3  ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  
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イルスの感染拡大防止に必要な

備品購入やかかり増し経費等に

必要な経費の一部を補助する。 

21 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

広域的保育所

等利用事業） 

継

続 

こども送迎センターから保育所

等又は保育所等から屋外遊戯場

に代わる場所への児童の送迎を

実施するための費用の一部を補

助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

22 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

家庭支援推進

保育事業） 

継

続 

家庭環境に対する配慮など保育

を行う上で特に配慮が必要とさ

れる児童を多数（40％以上）受

け入れている保育所に対して保

育士の加配を行う。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

23 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育利用支援

事業（入園予

約制）） 

継

続 

保護者が育児休業取得後に保育

の提供を受けることができるよ

う予約制の仕組みを設ける際に

必要な経費の一部を補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

24 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

３歳児受入れ

等連携支援事

業） 

継

続 

小規模保育事業などを利用する

子どもの３歳到達時における保

育園等への円滑な接続を図るた

め、保育所等において３歳児以

降の子どもの受入れを重点的に

行い、小規模保育事業所等と積

極的に接続を行った場合に要す

る費用や、複数の家庭的保育事

業者及び連携施設が保育環境の

整備や経営の効率化を共同で行

う体制作りを実施するための費

用の一部を補助する 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

25 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

医療的ケア児

保育支援事

業） 

継

続 

医療的ケアを必要とする児童

が、保育所等の利用を希望する

場合の受入体制整備を行うため

に必要な経費の一部を補助す

る。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の 内

数)(うち補正予

算 9,270) 

1/2 都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課 令和２年度

までの事業

名：医療的

ケア児保育

支援モデル

事業 

26 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可外保育施

設の衛生・安

全対策事業） 

継

続 

認可外保育施設に従事する職員

に対して健康診断を実施するた

めの費用の一部を補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/3 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

27 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

継

続 

認可化するにあたり障害となっ

ている事由を診断するほか、指

導監督基準を満たしていない認

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

実施主体の保育担当課  
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認可化移行調

査・助言指導

事業） 

可外保育施設への指導を強化

し、移行するための計画書の作

成及び見直しに必要な費用の一

部を補助する。 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

28 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可化移行移

転費等支援事

業） 

継

続 

認可化するにあたり立地場所や

敷地面積の制約上、設備運営基

準を満たすことができない場合

の移転等に必要な費用の一部を

補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

29 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等の質

の確保・向上

のための取組

強化事業） 

 

 

継

続 

保育所等が遵守・留意すべき内

容や死亡事故等の重大事故の防

止に関する指導・助言を行う

「巡回支援指導員」の配置に要

する費用や、保育所職員や巡回

支援指導員等に対して、遵守・

留意すべき内容や重大事故防止

に関して必要な知識、技能の修

得、資質の確保のための研修の

実施に必要な費用の一部を補助

する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) (うち補正

予算 9,270) 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

30 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

新たな待機児

童対策提案型

事業） 

継

続 

待機児童対策協議会に参加する

自治体が実施する待機児童解消

に向けた先駆的な取組であっ

て、厚生労働省が適当と認めた

場合に費用の一部を補助する。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

定額 都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

31 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等にお

けるＩＣＴ化

推進等事業） 

継

続 

保育士の業務負担軽減を図るた

め、保育に関する計画・記録や

保護者との連絡、子どもの登降

園管理等の業務のＩＣＴ化等を

行うために必要なシステムの導

入費用などの一部の補助を行

う。 

※ 2,818（うち補

正予算 2,818）

［2,818 の内

数］ 

1/2 都道府県、市

区町村 

＜ 委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

32 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等にお

ける要支援児

童等対応推進

事業） 

継

続 

保育所等において、保育士等が

有する専門性を活かした保護者

の状況に応じた相談支援などの

業務を行う地域連携推進員の配

置を促進し、保育所等における

要支援児童等（要支援児童、要

保護児童及びその保護者等）の

対応や関係機関との連携の強

化、運営の円滑化を図る。 

(46,411 の内

数) 

(55,122 の内

数) （うち補正

予算 9,270） 

1/2 都道府県 

市区町村 

市町村等が認

めた者 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

33 母子家庭等対

策総合支援事

業（ うち、ひ

継

続 

放課後児童クラブや学校等の終

了後に、児童館や公民館・民

家・こども食堂等において、ひ

（17,996  の

内数） 

（ 16,701 の内

数） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県、市

区町村 

実施主体の児童福祉担当課 実施主体

は、事業の

全部又は一
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とり親家庭等

生活向上事業

（こどもの生

活・学習支援

事業）） 

とり親家庭のこどもに対し、悩

み相談を行いつつ、基本的な生

活習慣の習得や学習支援・軽食

の提供等を行うことにより、生

活に困窮する家庭のこどもの生

活の向上を図る事業。 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

部を NPO 法

人等に委託

可。 

34 ひとり親家庭

等のこどもの

食事等支援事

業 

継

続 

こどもの貧困や孤独・孤立への

緊急的な対応として、ひとり親

家庭等の要支援世帯を対象とし

たこども食堂やこども宅食、フ

ードパントリー等を実施する事

業者に対し、運営の支援等を行

う中間支援法人を公募し、その

取組を支援する。 

※ 1,920 

（うち補正予算

1,920 の内数） 

 

10/10 ＜実施主体＞ 

社会福祉法

人、ＮＰ Ｏ 

法人、公益法

人等 

こども家庭庁支援局家庭福祉課（ 03-

6859-0183） 

 

35 社会的養護経

験者等ネット

ワーク形成事

業 

継

続 

社会的養護経験者やその支援者

団体、社会的養護自立支援拠点

事業所及び児童相談所等の関係

機関が 相互に交流を深め、意

見交換及び意見表明を行う機会

等を確保するためのネットワー

クを構築することで、社会的養

護経験者が抱える課題等を把

握・共有し、適切な自立支援へ

つなげていく。また、特別養子

縁組を行った 養子及び養親

（以下 「特別養子縁組当事

者」という。）や、養子縁組民

間あっせん機関、児童相談所等

の関係機関が相互交流を図るた

めのネットワークを構築するこ

とで、特別養子縁組にかかる現

状や課題の把握、支援にかかる

好事例の共有等を通じて、相互

理解を深め、特別養子縁組当事

者に対する支援の強化を図る。 

22 21 10/10 ＜実施主体＞

民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課（ 03-

6859-0149） 

 

36 社会的養護魅

力発信等事業 

 

継

続 

働く場所として児童養護施設等

の魅力等を発信するため、学生

等に向けた広報啓発活動や、各

施設等での職場体験等や施設職

員の就業継続を支援するなど、

人材確保に関する取組の強化を

図る。 

20 20 10/10 ＜実施主体＞ 

民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課（ 03-

6859-0149） 

 

37 ヤングケアラ

ー支援体制強

化事業（ヤン 

グケアラー実

継

続 

ヤングケアラーの実態調査又は

福祉・介護・医療・教育等の関

係機関職員がヤングケアラーに

ついて学ぶための研修等に財政

（20,749  の

内数） 

（28，820 の内

数） 

(うち補正予算

683) 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県市区

町村 

＜委託先＞ 

実施主体の児童福祉主管課等  
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態調査・研修

推進事業） 

支援を行う。 NPO 法人等 

38 ヤングケアラ

ー支援体制強

化事業（ヤン

グケアラー支

援体制構築事

業） 

継

続 

「ヤングケアラー・コーディネ

ーター」の配置やピアサポート

への支援、オンラインサロンの

運営･支援、外国語対応通訳派

遣支援等のヤングケアラーの支

援体制を構築する自治体に財政

支援を行う。 

（20,749 の内

数） 

（28，820 の内

数） 

(うち補正予算

45) 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県市区

町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の児童福祉主管課等  

39 ヤングケアラ

ー相互ネット

ワーク形成推 

進事業 

継

続 

表面化しにくいヤングケアラー

の孤独・孤立を防ぎ、継続した

相談・支援体制を構築するた

め、民間団体等で全国規模のイ

ベントやシンポジウム等を開催

し、地域ごとの当事者、支援者

同士の相互交流を促すことによ

り、ヤングケアラーの相互ネッ

トワークの形成を図る 

11 11 10/10 ＜実施主体＞ 

法人（公募に

より選定） 

支援局虐待防止対策課（TEL03-3539-

8346） 

 

40 支援対象児童

等見守り強化

事業 

継

続 

子ども食堂や子どもへの宅食等

を行う民間団体等と連携して、

食事の提供や学習支援等を通じ

た子どもの状況把握により、地

域における子どもの見守り体制

の強化を支援する。 

（20.749 の内

数） 

（28,820 の内

数） 

2/3 

 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

ＮＰＯ法人等 

実施主体の児童福祉主管課等  

41 地域少子化対

策重点推進交

付金 

継

続 

結婚、子育てに関する地方公共

団体の取組（結婚に対する取

組、結婚、妊娠・出産、子育て

に温かい社会づくり・気運醸成

の取組）を支援するとともに、

結婚に伴う新生活を経済的に支

援する結婚新生活支援事業（新

婚世帯を対象に家賃、引越費用

等を補助）の取組を支援する。 

（1,000 の内

数） 

 （9，300の内

数） 

（うち補正予算

8,300）［8,300

の内数］ 

1/2 又は 2/3

又は 3/4 

地方公共団体 

（NPO 法人等

への委託が可

能） 

実施主体の担当課  

42 ベビーシッタ

ーの研修機会

の確保及び資

質向 

上事業 

継

続 

民間事業者が行う、ベビーシッ

ターが認可外保育施設指導監督

基準の有資格者要件を満たすた

めの研修や、有資格者要件を満

たしたベビーシッター向けの更

なる研鑽のための研修等の取組

に対し、補助を行う。 

35 35 定額 

（10/10） 

NPO、一般社

団法人、一般

財団法人等の

民間団体 

実施主体の担当課  

43 ひとり親家 

庭に対する 

就業支援プ 

ラットフォー

ム構築事業 

継

続 

ひとり親家庭への支援に関する

ポータルサイトの作成・運用を

行うことで、支援を必要とする

ひとり親家庭が必要な情報にア

クセスしやすい環境の整備を図

るとともに、様々な広告媒体を

27 27 定額 法人（ 公募

により 

決定） 

実施主体の担当課  
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活用した広報啓発等を行う。 

44 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等にお

ける２歳児の

減少を受けた

事業実施に対

する支援事

業） 

継

続 

保育所における２歳児に限り、

年度の当初あるいは途中に比

べ、やむを得ない事情により利

用児童数が減少してしまうよう

なケースが生じた場合、地域の

在宅低年齢児に対する相談支援

を実施するための経費を補助す

る。 

（46,411 の内

数） 

(55,122 の内

数)（うち補正

予算 9,270） 

1/2 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO法人等 

実施主体の保育担当課  

45 子育て世帯訪

問支援事業 

継

続 

訪問支援員が、家事・育児等に

対して不安・負担を抱えた子育

て家庭、妊産婦、ヤングケアラ

ー等がいる家庭の居宅を訪問

し、家庭が抱える不安や悩みを

傾聴するとともに、家事・育児

等の支援を実施する。 

（213,822 の

内数）（地域子

ども・子育て

支援事業の一

事業として実

施） 

（207,828 の内

数）（地域子ど

も・子育て支援

事業の一事業と

して実施） 

1/3 市町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各市区町村の担当課  

46 児童育成支援

拠点事業 

継

続 

養育環境等に課題を抱える、家

庭や学校に居場所のない児童等

に対して、当該児童の居場所と

なる場を開設し、児童とその家

庭が抱える多様な課題に応じ

て、生活習慣の形成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食

事の提供等を行うとともに、児

童及び家庭の状況をアセスメン

トし、関係機関へのつなぎを行

う等の個々の児童の状況に応じ

た支援を包括的に提供する。 

（213,822 の

内数）（地域子

ども・子育て

支援事業の一

事業として実

施） 

（207,828 の内

数）（地域子ど

も・子育て支援

事業の一事業と

して実施） 

1/3 市町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各市区町村の担当課  

47 親子関係形成

支援事業 

継

続 

児童との関わり方や子育てに悩

みや不安を抱えている保護者及

びその児童に対し、講義やグル

ープワーク、ロールプレイ等を

通じて、児童の心身の発達の状

況等に応じた情報の提供、相談

及び助言を実施するとともに、

同じ悩みや不安を抱える保護者

同士が相互に悩みや不安を相

談・共有し、情報の交換ができ

る場を設ける等その他の必要な

支援を行う。 

（213,822 の

内数）（地域子

ども・子育て

支援事業の一

事業として実

施） 

（207,828 の内

数）（地域子ど

も・子育て支援

事業の一事業と

して実施） 

1/3 市町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各市区町村の担当課  

48 こどもの居場

所づくり支援

体制強化事業 

継

続 

地方自治体におけるこどもの居

場所 

づくりの実態調査・把握や広報

啓発 

活動、こどもの居場所づくりコ

882 432（うち補正

予算 432） 

〔432 の内数〕 

モデル事業以

外 1/2 

 

モデル事業

10/10 

地方公共団体

(NPO 法人等

への委託が可

能) 

 

各地方公共団体担当課（地方公共団体から

委託を受けて実施する場合） 

 

こども家庭庁成育局成育環境課（全国展開

オンラインの居場所の取組を行うNPO 法人
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ーディネーター配置等の支援を

行うとともに、NPO法人等が創

意工夫して行う居場所づくりや

こどもの可能性を引き出す取組

への効果的な支援方法等を検証

するためのモデル事業を継続し

て行う。 

NPO 法人

（ 全国展開

オンラインの

居場所の取組

のみ） 

の場合） 

03-6861-0229 

seiikukankyou.ibasho@cfa.go.jp 

49 里親支援セン

ター等人材育

成事業 

継

続 

質の高い里親養育を実現するた

め、児童相談所や里親支援セン

ターのみならず、ＮＰＯ法人等

の民間フォスタリング機関、乳

児院・児童養護施設等のそれぞ

れの「強み」を最大限に活用し

ながら、地域の実情に応じて支

援体制を構築していくことが必

要であり、このような支援体制

の構築に向けて、児童相談所や

里親支援センター、ＮＰＯ法人

等の民間フォスタリング機関、

乳児院・児童養護施設等の職員

を対象とした研修事業の実施や

全国的なフォーラムの開催を支

援する。 

また、里親支援センターにおい

ては、第三者評価の受審及び自

己評価並びにそれらの結果の公

表を義務づけられることとなる

ため、第三者評価機関の職員を

対象とした研修事業の実施を行

う。 

77 74 10/10 ＜実施主体＞ 

法人（公募に

より選定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 

03-6859-0174 

kateifukushi.youikushien@ 

cfa.go.jp 

 

50 妊産婦等生活

援助事業 

継

続 

家庭生活に困難を抱える特定妊

婦や出産後の母子等に対する支

援の強化を図るため、一時的な

住まいや食事の提供、その後の

養育等に係る情報提供や、医療

機関等の関係機関との連携を行

う。 

― ― 1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

指定都市 

中核市 

児童相談所設

置市 

市及び福祉事

務所設置町村 

＜委託先＞ 

ＮＰＯ法人等

（一般社団・

一般財 

団・任意体等

の非営利団体

含む） 

実施主体の児童福祉担当課  

51 社会的養護自 継 社会的養護経験者や虐待経験が ― ― 1/2 ＜実施主体＞ こども家庭庁支援局家庭福祉課（03-6859-  
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立支援拠点事

業 

続 ありながらもこれまで公的支援

につながらなかった者等（以下

「社会的養護経験者等」とい

う。）の孤立を防ぎ、社会的養

護経験者等を必要な支援に適切

につなぐため、設備を整え、相

互の交流を行う場所を開設し、

必要な情報の提供、相談・助

言、これらの者の支援に関連す

る関係機関との連絡調整を行う

とともに、帰住先を失っている

場合などに、一時的に滞在し、

状況が安定するまでの間、居住

支援、生活支援を行う。 

都道府県 

指定都市 

児童相談所設

置市 

＜委託先＞ 

ＮＰＯ法人等

（一般社団・

一般財 

団・任意体等

の非営利団体

含む） 

0149） 

52 母子家庭等対

策総合支援事

業（うち、地

域こどもの生

活支援強化事

業） 

継

続 

多様かつ複合的な困難に直面す

るこどもたちに対し、安心安全

で気軽に立ち寄ることができる

食事等の提供場所を設けるとと

もに、支援を必要としているこ

どもを早期に発見し、適切な支

援につなげる事業。 

（17,996 の内

数） 

(16,701 の内

数) 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先及び

間接補助対象

＞ 

ＮＰＯ法人等

（一般社団・

一般財団・任

意団体等の非

営利団体含

む） 

実施主体の児童福祉担当課等  

53 「幼児期まで

のこどもの育

ちに係る基本

的なビジョ

ン」策定後の

具体的な取組

推進（「地域等

の特色を活か

し具体的活動

を推進する人

材養成事業」） 

継

続 

「幼児期までのこどもの育ちに

係る 基本的なビジョン（はじ

めの100か月の育ちビジョン）」

を踏まえ、各地域において、乳

幼児や保護者と地域の人々をつ

なぐなど、具体的な活動を推進

する地域コーディネーターを全

国的に養成するため、研修コン

テンツの開発や、実証地域にお

ける先進事例の創出を進める。 

※ 140（うち補正

予算 140 の内

数）［140 の内

数］ 

委託事業であ

り、申請金額

の査定あり 

全体統括事業

者、自治体・

民間団体等10

か所程度 

こども家庭庁 

成育局 

成育基盤企画課 

指針係 

０３－６８６１－００５９ 

seiikukiban.shishin@cfa.go.jp 

 

54 特定妊婦等支

援機関ネット

ワーク形成事

業 

新

規 

妊産婦等生活援助事業所のほ

か、市町村や児童相談所、児童

福祉施設、医療機関等の関係機

関が連携し、家庭生活に支障が

生じている特定妊婦や出産後の

母子等（以下「特定妊婦 等」

という。）への支援についての

課題等を把握・共有すること

で、特定妊婦等への理解をより

16 ― 10/10 法人（公募に

より選定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 03 -6859 

-0174 kateifukushi.youikushien@ 

cfa.go.jp 
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深め、支援が必要な特定妊婦等

が安心した生活を行うことがで

きる社会の実現を図る。 

55 虐待・貧困に

より孤立し

様々な困難に

直面する学生

等へのアウト

リーチ支援 

新

規 

親からの虐待や貧困家庭である

ことに起因して孤立し生活困窮

や心身の不調等の様々な困難に

直面する学生等に対し、企業や

一般からの寄付等に基づく生活

援助物資をアウトリーチ型で配

布すること等により、脆弱な生

活基盤の支えとするとともに、

生活援助物資の配布等をきっか

けとして更なる相談支援へとつ

なげていくことを目的とした取

組に対し補助を行うことで、こ

ども・若者支援の機会の充実を

図る。 

 

（20,749 の内

数） 

 

(28,820の内数) 

 

1/2 都道府県・指

定都市（委託

先：団体［一

般社団・一般

財団・任意団

体等の非営利

団体含む］） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課困難包

括支援係 03-6859-0116 

gyakutaiboushi.houkatsushien@cfa.go.jp 

 

56 こども若者シ

ェルター・相

談支援事業 

新

規 

親からの虐待等に苦しむ 10 代

〜20 代のこども・若者は、一時

保護や施設入所等を望まない

（あるいは年齢により対象とな

らない）場合もある一方で、家

庭内での虐待の状況等に応じた

様々なニーズを抱えており、こ

うしたこども若者を支えるため

には、一時保護や施設入所等に

代わる新たな居場所、支援スキ

ームが必要となっている。 

こうしたこども若者視点からの

新たなニーズへの対応として、

家庭等に居場所がないこども・

若者がそのニーズにあわせて必

要な支援を受けられ、宿泊もで

きる安全な居場所（こども若者

シェルター）を確保する。 

（20,749 の内

数） 

 

（28,820 の内

数） 

1/2 都道府県・指

定都市（ＮＰ

Ｏ等の民間団

体への委託

可） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課困難包

括支援係 03-6859-0116 

gyakutaiboushi.houkatsushien@cfa.go.jp 

 

57 見守り体制強

化促進のため

の広報啓発事

業 

新

規 

要支援児童等を対象に養育環境

の把握や食事の提供等を行い、

地域における見守りの担い手と

なっている NPO 法人等に対し

て、広域的に運 

営支援、物資支援等を行う民間

団体が、ネットワークの中での

好事例を集約・周知することで

地域の見守り体制強化の促進に

寄与することを 

10 9 定額 民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課調整係 

03-6859-0103 

jidounetwork@cfa.go.jp 
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目的とする。 

58 放課後児童ク

ラブ利用手続

き等に関わる 

DX推進実証事

業 

新

規 

放課後児童クラブDXを推進する

ためのコンソーシアム（構成

員：市町村、放課後児童クラブ

運営法人、事業所、開発ベンダ

ー等）を設置する市町村に対し

て、業務要件定義の検討やアプ

リケーションの開発等の実証に

係る経費を補助する。 

※ 106  

（うち補正予算

106） 

［106 の内数］ 

10/10 市区町村(NPO

法人等への委

託が可能) 

各市区町村の担当課  

59 放課後児童ク

ラブ待機児童

への預かり支 

援実証モデル

事業 

新

規 

放課後児童クラブの利用待機と

なっている児童等に対して、開

所日数や開所時間 が放課後児

童クラブと同程度の預かり支援

を行う事業の検討や実証等に係

る経費 を補助する。 

※ 160  

（うち補正予算

160） 

［160 の内数］ 

10/10 市区町村(NPO

法人等への委

託が可能) 

各市区町村の担当課  

60 放課後児童ク

ラブ職員確

保・民間事業

者参入支援事

業 

新

規 

放課後児童クラブの待機児童が

生じている自治体が実施する、

放課後児童クラブに勤務する職

員の確保に係る先駆的な取組や

民間事業者による放課後児童健

全育成事業への参入を促進する

事業の実施等に必要な経費を補

助する。 

※ 100  

（うち補正予算

100） 

 ［100 の内

数］ 

10/10 市区町村(NPO

法人等への委

託が可能) 

各市区町村の担当課  

61 放課後児童ク

ラブ等におけ

る性被害防止

対策に係る設

備等支援 

新

規 

放課後児童クラブ等におけるパ

ーテーシ ョン・簡易扉・簡易

更衣室及びカメラ、人感センサ

ーライト等の設備の購入や更新

費用を補助することを通じ、性

犯罪防止対策を支援する。 

※ 110  

（うち補正予算

110） 

［110 の内数］ 

10/10 市区町村(NPO

法人等への委

託が可能) 

各市区町村の担当課  

62 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち過

疎地域におけ

る保育機能確

保・強化のた

めのモデル事

業） 

新

規 

認可保育所等で行う地域の人々

も交えた様々な取組を支援し、

具体的な取組内容や運用上の工

夫、財政面も含めた運営上の課

題など、今後の保育所の多機能

化に向けた効果等を検証し、地

域における保育機能の確保・強

化を図るためのモデルを構築す

るために必要な経費を補助す

る。 

※ 

 

293 

（うち補正予算

293） 

［293 の内数］ 

3/4 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO法人等 

各市区町村の担当課  

63 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち保

育ICTラボ事

業） 

新

規 

ICT環境整備についてのロール

モデルとなる事例の更なる創出

とともに、横展開を行うことに

より、負担軽減や保育の質の向

上効果を保育現場が実感をもっ

て理解する環境を整備するとと

もに、働きやすい職場環境づく

※ 195 

（うち補正予算

195） 

［195 の内数］ 

10/10 ＜実施主体＞

民間団体（公

募により選

定） 

実施主体の民間団体  
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りを通した将来の保育士を目指

す若者への魅力発信にも資す

る。 

64 乳児等通園支

援事業（こど

も誰でも通園

制度） 

新

規 

全てのこどもの育ちを応援し、

こどもの良質な成育環境を整備

するとともに、全ての子育て家

庭に対して、多様な働き方やラ

イフスタイルにかかわらない形

での支援を強化するため、月一

定時間までの利用可能枠の中

で、就労要件を問わず時間単位

等で柔軟に利用できる乳児等通

園支援事業（「こども誰でも通

園制度」)を創設する。 

（213,822 の

内数）（地域子

ども・子育て

支援事業の一

事業として実

施） 

― 3/4 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO法人、社

会福祉法人、

一般社団法

人、一般財団

法人、任意団

体等（実施主

体によって異

なる。） 

各市区町村の担当課  

 

※  R6 年度予算からの繰り越し分がある。 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 法務省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 刑務所出所者等の住

居確保（更生緊急保

護等の委託） 

継続 適当な住居のない刑務所出所者等につい

て、保護観察所の長が更生保護事業を営

む者等に委託して宿泊場所の供与等を実

施する。 

（5,304 の内数） （5,600 の内数） ― 国 保護局 

更生保護振興課 

03-3580-4111 

（内 4302） 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 外務省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 日本 NGO 連携無償資

金協力 

継続 日本の NGO が開発途上国・地域で実施する経

済・社会開発事業及び緊急人道支援事業に外

務省が資金協力するもの。 

（無償資金協力

151,400 の内数） 

（無償資金協力

156,200 の内数） 

 

上限 1 億円
（ジャパン・プ

ラットフォーム

事業を除く） 

NPO・NGO 外務省 

NGO 協力推進

室 

 

２ NGO 事業補助金 継続 日本の NGO が海外で実施する開発協力事業に

関連し、プロジェクトの形成、プロジェクト

後の評価、および国内外における会議開催等

の事業に要する経費に対し補助金を交付する

もの。 

5.7 6.4 総事業費の

1/2 以下（上

限 200 万円） 

NPO・NGO 外務省 

NGO 協力推進

室 

 

３ NGO 活動環境整備事

業 

継続 日本の NGO の組織体制・事業実施能力強化や

専門性向上を目的として、①NGO 相談員、②

NGO インターン・プログラム、③NGO スタデ

ィ・プログラム、④NGO 研究会等を行うも

の。 

64.9 68.2 ― NPO・NGO 外務省 

NGO 協力推進

室 

 

４ JICA 草の根技術協力

事業 

継続 日本の NGO 等が提案する現地住民の生活改

善・生計向上に裨益することを目的とした技

術協力事業を実施するもの。 

（JICA 運営費交付

金等 148,380 の内

数） 

（JICA 運営費交付

金等 148,122 の内

数） 

上限額まで（1

億円【ﾊﾟｰﾄﾅｰ

型】、1000 万円

【支援型】） 

NPO・NGO JICA 

国内事業部 

市民参加推進

課 

 

５ JICANGO 等活動支援

事業 

継続 日本の NGO 等に対し、能力強化を目的とし、

①JICA が企画する研修（事業マネジメント

等）、②NGO 等のニーズに応じて NGO 等から提

案型の研修を行うもの。 

（JICA 運営費交付

金等 148,380 の内

数） 

（JICA 運営費交付

金等 148,122 の内

数） 

① ― 

② 上限額まで
(1,500万円) 

NPO ・NGO JICA  

国内事業部 

市民参加推進

課 

 

６ JICA 本邦安全対策研

修 

継続 昨今の世界的な治安情報の変化を踏まえ、ODA 

事業に関連する企業・団体・NGO 等（JICA と

契約関係にない国際協力事業関係者を含む）

に、安全対策研修（渡航者向け・管理者向

け・テロ対策実技訓練）を実施するもの。 

（JICA 運営費交付

金等 148,380 の内

数） 

（JICA 運営費交付

金等 148,122 の内

数） 

― JICA JICA  

安全管理部 

計画・安全啓

発課 

 

７ 海外派遣助成 継続 日本の芸術や文化の海外への紹介や文化芸術

分野における国際的な貢献を目的として、海

外において公演、講演、デモンストレーショ

ン、ワークショップ等の文化芸術事業を実施

するため、海外に渡航する芸術家や日本文化

諸分野の専門家等に対し、経費の一部を助成

するもの。 

（国際交流基金 

運営費交付金

11,738 の内数） 

（国際交流基金 

運営費交付金

11,738 の内数） 

－ 一定の要件を

満たす日本国

内の団体

（NPO 法人を

含む）又は個

人 

国際交流基金 

文化事業部 

舞台芸術チー

ム 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 文部科学省 

                                                                
 

連

番 事業名 
区

分 
施策・事業概要 

令和７年度予算

額 

(百万円) 

令和６年度予算

額 

(百万円) 

補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ ユネスコ未来共創プ

ラットフォーム for 

2030 ～UNESCOnnect

～事業 

継

続 

国際社会が一致して取り組む SDGs の達

成年限である 2030 年に向けて、多分野

にわたるユネスコ活動の横のつながり

と、SDGs の実現に向けて積極的に取り組

む多様なステークホルダーの連携、活動

成果の国内外への発信等を一体的に推進

することを目的としたプラットフォーム

を構築・運営する。また、SDGs 達成の担

い手であるユースのユネスコ活動への主

体的な参画を促すことにより、ユースの

ネットワークを強化し、ユースの声をユ

ネスコ活動に反映するとともに、その成

果を国内外に発信する。 

 

148 88 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

公益法人、

民間企業、

NPO 法人等 

文部科学省 

国際統括官付 

03-5253-4111 

（内 2602） 

 

２ 教師の養成・採用・

研修の一体的改革推

進事業 

継

続 

教師が教職生涯にわたって資質能力（自

律的に学ぶ姿勢を持ち、時代の変化や自

らのキャリアステージに応じて求められ

る資質能力を生涯にわたって高めていく

ことのできる力や、多様な専門性を持つ

人材と効果的に連携・分担し、組織的・

協働的に諸課題の解決に取り組む力な

ど）を向上させていく効果的な仕組みの

構築に資するため、大学・教育委員会・

民間教育事業者等を活用した委託研究等

を行うことにより、教師の養成・採用・

研修を通じた改革を推進する。 

36 

 

37 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

大学、地方

公共団体、

民間教育事

業者、NPO

法人等 

総合教育政策局 

教育人材政策課 

03-5253-4111 

(内 2456） 

 

３ 地域と学校の連携・

協働体制構築事業 

継

続 

コミュニティ・スクール（学校運営協議

会制度）と地域学校協働活動を一体的に

推進するとともに、幅広い地域住民等の

参画による学習支援・体験活動等の取組

を行う自治体を支援する。（「学校を核と

した地域力強化プラン」のメニュー事

業） 

（7,052 の内

数） 

（7,050 の内

数） 

1/3 地方公共団

体 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3260） 

実施主体である

地方公共団体

が、一部業務を

NPO 法人等に委

託可。 
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４ 地域における学びを

通じたステップアッ

プ支援促進事業 

継

続 

高校中退者等を対象に、地域資源（高

校、サポステ、ハローワーク等）を活用

しながら社会的自立を目指し、高等学校

卒業程度の学力を身に付けさせるための

学習相談及び学習支援等を実施する地方

公共団体の取組を支援する。 

（「学校を核とした地域力強化プラン」

のメニュー事業） 

9 9 1/3 地方公共団

体 

総合教育政策局 

生涯学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3253) 

実施主体である

地方公共団体

が、一部業務を

NPO 法人等に委

託可。 

５ 地域における家庭教

育支援基盤構築事業 

  

継

続 

  

家庭教育支援チームの組織化による保護

者への学習機会や情報の提供に加え、個

別の支援が必要な家庭に寄り添った相談

対応の実施や、それに対応するためのチ

ーム員等に対する研修の強化への支援な

どを通じて、家庭教育支援を実施する自

治体を支援する。 

（「学校を核とした地域力強化プラン」

のメニュー事業）  

（68 の内数） （70 の内数） 1/3 地方公共団

体  

総合教育政策局  

地域学習推進課  

03-5253-4111  

(内 3467） 

実施主体である

地方公共団体

が、一部業務を

NPO 法人等に委

託可。 

 

６ （独）国立青少年教

育振興機構「子ども

ゆめ基金」助成事業 

継

続 

（独）国立青少年教育振興機構におい

て、未来を担う夢を持った子供の健全育

成を推進するため、NPO 法人等の民間団

体が実施する様々な体験活動や読書活動

等への助成を行う。 

（7,703 の内

数） 

（7,746 の内

数） 

定額（限度

額：全国規

模 600 万

円、都道府

県規模 200

万円、市区

町村規模

100 万円） 

NPO 法人、

公益法人な

どの青少年

教育に関す

る事業を行

う民間の団

体 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 2650） 

 

７ 体験活動等を通じた

青少年自立支援プロ

ジェクト 

継

続 

青少年のリアルな体験活動の機会の充実

を図るため、普及啓発、調査研究、教育

的効果の高い長期自然体験活動の構築を

図るとともに、青少年を対象に優れた取

組を行っている企業を表彰する。 

71 74 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

地方公共団

体、NPO 法

人等 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

（内 2971） 

 

８ 青少年を取り巻く有

害環境対策の推進事

業 

継

続 

近年、様々なインターネット接続機器の

普及に伴い、SNS 等の利用によるトラブ

ルや犯罪被害の発生、長時間利用による

生活リズムの乱れ等が問題となってい

る。今後、学校・社会全体のデジタル化

が更に進展することが予想される中で、

青少年やその保護者等がインターネット

等を適切に活用できるようにする取組を

推進する。 

また、アルコール、薬物、ギャンブル等

に関する依存症等について、青少年の健

全育成の観点から、適切な理解に資する

取組や、予防教育の実施を推進する。  

21 22 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

地方公共団

体、民間企

業、NPO 法

人等 

総合教育政策局 

男女共同参画共 

生・社会学習・安全課 

03-5253-4111 

(内 2695） 
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９ 次世代科学技術チャ

レンジプログラム 

継

続 

理数系に優れた意欲や突出した能力を有

する全国の小学生から高校生等を対象

に、その能力等のさらなる伸長を図る特

別な教育プログラムを提供する NPO 法人

を含む機関を支援する。 

936 834 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、高

専、科学

館、NPO 法

人等 

国立研究開発法人科学技術

振興機構理数学習推進部 

048-226-5664 

令和５、６年度

予算額は運営費

交付金中の推計

額。 

 

10 女子中高生の理系進

路選択支援プログラ

ム 

継

続 

女子中高生の理工系分野への興味・関心

を高め、適切な理系進路の選択を可能に

するため、科学技術分野で活躍する女性

研究者等との交流機会の提供や地域や企

業等と連携した取組等を実施する NPO 法

人を含む機関を支援する。 

72 72 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、高

専、科学

館、NPO 法

人等 

国立研究開発法人科学技術

振興機構理数学習推進部 

048-226-5664 

複数機関との共

同実施体制の構

築が必要。 

なお、令和５ 

、６年度予算額

は運営費交付金

中の推計額。 

11 社会技術研究開発事

業 

継

続 

人文・社会科学及び自然科学の様々な分

野の知見を活用し、広く社会の関与者の

参画を得た研究開発により社会の具体的

問題を解決し、成果の社会実装等を一層

推進するため、NPO 法人を含む団体等の

取組を支援する。 

（1,676 の内

数） 

（1,700 の内

数） 

委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、地方

公共団体、

NPO 法人等 

国立研究開発法人科学技術

振興機構社会技術研究開発

センター 

03-5214-0132 

令和５、６年度

予算額は運営費

交付金中の推計

額。 

 

12 スポーツ振興くじ助

成 

（総合型地域スポー

ツクラブ活動助成、

将来性を有する競技

者の発掘及び育成活

動助成、スポーツ団

体スポーツ活動助成) 

継

続 

（独）日本スポーツ振興センターが販売

するスポーツ振興くじの収益により、

NPO 法人を含むスポーツ団体及び地方公

共団体が行う主に地域のスポーツ振興を

目的とする事業に対して助成を実施す

る。 

未定 （6,414 の内

数） 

①総合型地

域スポーツ

クラブ活動

助成：9/10 

②将来性を

有する競技

者の発掘及

び育成活動

助成：4/5 

③スポーツ

団体スポー

ツ活動助

成：2/3～

9/10 

NPO 法人を

含むスポー

ツ団体及び

地方公共団

体 

（独）日本スポーツ振興セ

ンター 

03-5410-9180 

kujijosei@jpnsport.go.jp 

助成対象事業の

実施期間は、毎

年 4 月 1 日から

翌年 3 月 31 日

までの 1 年間。 

助成対象事業の

募集は、当該事

業年度の前年度

11 月頃に開始予

定。 

助成内容は、各

助成事業の必要

性や助成財源の

規模等により、

毎年度見直され

る可能性あり。 

詳細は独立行政

法人日本スポー

ツ振興センター

の HP 参照。 

13 スポーツ振興基金助

成 

（スポーツ団体選手

強化活動助成、スポ

ーツ団体大会開催助

継

続 

（独）日本スポーツ振興センターが運用

するスポーツ振興基金（民間からの寄附

金を原資）の運用益や国からの交付金等

により、NPO 法人を含むスポーツ団体が

行う競技力向上を目的とした強化活動、

未定  (729 の内数） 2/3 NPO 法人を

含むスポー

ツ団体 

（独）日本スポーツ振興セ

ンター 

03-5410-9180 

kujijosei@jpnsport.go.jp 

 

助成対象活動の

実施期間は、毎

年 4 月 1 日から

翌年 3 月 31 日

までの 1 年間。 
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成） 大会開催等のスポーツ活動等に対して助

成を実施する。 

助成対象活動の

募集は、当該事

業年度の前年度

1 月頃に開始予

定。 

助成内容は、各

助成活動の必要

性や助成財源の

規模等により、

毎年度見直され

る可能性あり。 

詳細は独立行政

法人日本スポー

ツ振興センター

の HP 参照。 

14 芸術文化振興基金に

よる助成 

継

続 

すべての国民が芸術文化に親しみ、自ら

の手で新しい文化を創造するための環境

の醸成とその基盤の強化を図る観点か

ら、芸術家及び芸術に関する団体が行う

芸術の創造又は普及を図るための活動、

その他の文化振興又は普及を図る活動に

対する援助を継続的・安定に行う。 

739 781 募集案内に

定める助成

対象経費の

総額に応じ

て定額 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

企画調整課 

03-5253-4111 

（内 4797） 

詳細は独立行政

法人日本芸術文

化振興会の HP

参照。 

15 舞台芸術等総合支援

事業 

継

続 

（創造団体向け支援） 

芸術の水準向上に直接的な牽引力となる

創造活動への重点支援とともに、各分野

の特性に配慮した創造活動の推進及び、

その成果について国内外への発信を促し

各芸術団体の芸術水準向上を図りつつ、

より多くの国民に対し優れた舞台芸術の

鑑賞機会を提供する。 

9,329 の内数 9,419 の内数 公演等の制

作にかかる

経費の一部

（申請金額

の査定あ

り） 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

 

16  継

続 

（国際芸術交流支援） 

我が国のプロフェッショナルな芸術団体

の芸術水準向上を図るとともに、国際文

化交流に寄与するため、芸術団体が行う

海外公演、国際共同制作公演及び我が国

で行われる国際的舞台芸術イベント等を

支援する。 

9,329 の内数 9,419 の内数 公演等の制

作にかかる

経費の一部

（申請金額

の査定あ

り）。 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

 

17  継

続 

（芸術家等人材育成） 

新進芸術家等が技術を磨いていくために

必要な舞台公演・展覧会などの実践の機

会や、広い視野、見聞、知識を身につけ

る場を提供するとともにその基盤整備を

図り、次代を担い、世界に通用する創造

性豊かな新進芸術家の育成等に資する。 

9,329 の内数 9,419 の内数 補助事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

令和３年度実施

事業名：新進芸

術家グローバル

人材育成事業 

18  継

続 

（学校巡回公演） 

小学校・中学校等においてトップレベル

（9,329 の内

数） 

（ 9,419 の 内

数） 

委託事業で

あり、申請

NPO 法人を

含む芸術団

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 
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の文化芸術団体による実演芸術の巡回公

演を行う。 

金額の査定

あり。 

体 03-5253-4111 

（内 2835） 

19  継

続 

（全国キャラバン） 

舞台芸術分野の統括団体が企画する我が

国の舞台芸術を牽引する大規模かつ質の

高い公演等の実施を支援するとともに、

国内外への配信、全国ネットワークの構

築を図る。 

9,329 の内数 9,419 の内数 定額補助 NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

 

20 学校における文化芸

術鑑賞・体験推進事

業 

継

続 

小学校・中学校等に文化芸術団体又は個

人や少人数の芸術家を派遣し、子供たち

に対し質の高い文化芸術を鑑賞・体験す

る機会を確保するとともに、芸術家によ

る表現手法を用いた計画的・継続的なワ

ークショップ等を実施する。さらに、芸

術教科担当教員への研修等を通じた学び

の機会を確保し、教員及び子供の豊かな

芸術教育の充実化を図る。 

（5,580 の内

数） 

（5,546 の内

数） 

委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2835） 

 

21 現代的課題に対応し

た劇場・音楽堂等の

総合的な機能強化の

推進 

継

続 

地域の中核となる劇場・音楽堂等が行

う、 実演芸術の創造発信や専門的人材

の養成、普及啓発事業、劇場・音楽堂等

間のネットワーク形成等を支援する。ま

た、子供たちが本格的な実演舞台公演 

に親しむことにより、豊かな想像力を涵

養するため、劇場・音楽堂等における子

供たちの鑑賞・体験機会を提供する取組

を推進。 

 

（3,669 の内

数） 

（2,688 の内

数） 

 募集案内

に定める助

成対象経費

の 2 分の 1

以内、か

つ、自己負

担金の範囲

内。又は、

事業実施 に

係る経費の

一 部（申請

金額の 査定

あり）。 

 

 実際に鑑賞

された無料

チケット料

金の総額。 

 

 劇場・音

楽堂等の設

置者又は管

理者 

 

 

 劇場・音

楽堂等の設

置者又は管

理者、又は

実演芸術団

体 

文化庁 

企画調整課 

03-5253-4111 

（内 3143） 

 

22 「生活者としての外

国人」のための特定

のニーズに対応した

日本語教育事業 

継

続 

日本国内の各地域に在住する外国人等

が、生活していく上で必要となる日本語

能力を身に付け、日本語で意思疎通を図

り、生活できるような枠組みを構築する

ため、ＮＰＯ法人等 が行う、広域で共

通して挙げられる「日本語教育の特定の

課題に対する学習ニーズ」（特定のニー

ズ）に着目した先進的な取組の支援を行

う。 

18 24 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、公益

法人、NPO

法人等 

総合教育政策局 

日本語教育課 

03-5253-4111 

（内 4895） 

 

23 日本語教師の養成及 継 現職日本語教師向けの生活・留学・就 229 241 委託事業で 大学、公益 総合教育政策局  
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び現職日本語教師の

研修事業 

続 労・難民、中堅等の分野別の研修を実施

するとともに、日本語教師の養成・研修

を担う高度な専門人材育成に関する大学

等を拠点としたネットワークの構築等を

行う。 

あり、申請

金額の査定

あり。 

法人、NPO

法人等 

日本語教育課 

03-5253-4111 

（内 2255） 

24 伝統文化親子教室事

業 

継

続 

次代を担う子供たちに対して、茶道、華

道、和装、囲碁、将棋などの伝統文化・

生活文化等を計画的・継続的に体験・修

得できる機会を提供する取組に対して支

援を行う。 

 また、組織的・広域的に体験機会を提

供する取組を支援することで、地域偏在

の解消等、より多くの子供たちが体験機

会を得られるようにする。 

（1,488 の内

数） 

（1,489 の内

数） 

委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

NPO 法人を

含む文化関

係団体 

文化庁 

参事官（生活文化創造担

当）付 

075-451-4111（内 9574） 

 

25 日本博を契機とした

観光コンテンツの拡

充 

継

続 

2025 年大阪・関西万博に向けて、文化資

源を磨き上げて観光コンテンツの拡充を

行うとともに、戦略的・一体的なプロモ

ーションを推進し、観光インバウンドの

需要伸長及び地方誘客・消費拡大を促進

する。 

・委託型、補

助型（4,430 の

内数） 

・委託型、補助

型（4,090 の内

数） 

・委託型：

上 限 6,000

万円  

・補助型：

原則補助対

象経費の 2

分の 1 以内

（上限

3,000 万

円） 

・委託型：

地方公共団

体、民間事

業者、芸術

団 体 、 NPO

法人等 

・補助型：

公的機関

（地方公共

団体除

く。）、民間

事業者、芸

術団体、NPO

法人等 

文化庁 

文化経済・国際課 

03-5253-4111 

（内 4467） 

日本博を契機と

した観光コンテ

ンツの拡充 

26 博物館機能強化推進

事業（Innovate 

MUSEUM 事業） 

継

続 

博物館資料のデジタル・アーカイブ化と

その公開・発信や、博物館における業務

の DX に効果的に取り組む館の事業を支

援し、データの活用や業務フローの効率

化を図るとともに、これからの博物館が

新たに求められる社会的・地域的な課題

への対応に先進的に取組む事業を支援

し、その内製化と横展開を目指す。 

274 302 定額補助 

（一部補助

率あり。） 

博物館の設

置者又は指

定管理者、

博物館を含

む実行委員

会等 

文化庁 

企画調整課 

03-5253-4111 

（内 4897） 

博物館機能強化

推進事業

（Innovate 

MUSEUM 事業） 

27 持続可能な地域社会

の実現に向けた消費

者教育及び環境教育

推進事業 

継

続 

若年者への消費者教育の取組を推進する

ため、以下の取組を実施する。 

①消費者教育連携・協働推進全国協議会

を開催し、小・中・高等学校や大学等に

おける発達段階に応じた実践的な消費者

教育の取組等を全国に普及する事業を実

施。 

②成年年齢引き下げ等を踏まえた効果的

な消費者教育の実践モデルを構築するた

めの委託事業を令和 5 年度から引き続き

10 10 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

大学、民間

企業、ＮＰ

Ｏ法人、公

益法人等 

総合教育政策局 

男女共同参画共 

生・社会学習・安全課 

03-5253-4111 

(内 2260） 

持続可能な地域

社会の実現に向

けた消費者教育

及び環境教育推

進事業 
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実施。 

28 社会教育士フォロー

アップ研修 

新

規 

社会教育の裾野の広がりを受けて、社会

教育人材が果たすべき役割は多岐に及ん

でおり、社会教育人材に対して地域の実

情に応じた継続的な学習機会の確保が必

要不可欠である。また、研修を通じた地

域におけるネットワークの構築による社

会教育人材が互いに学び支え続ける仕組

みの創設も急務である。そのため、社会

教育士等を対象としたフォローアップ研

修を実施し、社会教育士の継続的な学習

機会の確保及び地域における社会教育人

材ネットワークの構築を目指す。 

4 － 委託事業で

あり、事業

内容の審査

あり 

都道府県、

都道府県教

育委員会、

大学、法人

格を有する

団体 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3676） 

社会教育士フォ

ローアップ研修 

29 学校卒業後における

障害者の学びの支援

推進事業 

継

続 

学校卒業後の障害者が社会参加を果た

し、地域社会の一員として豊かな生活を

送ることができるよう、障害者の主体的

な学びの支援、障害の有無に関わらず共

に学ぶ場づくりを推進する。 

124 145 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

地方公共団

体、民間企

業、 NPO 法

人、大学等 

総合教育政策局男女共同参

画共生社会学習・安全課障

害者学習支援推進室 

03-5253-4111 

（内 3460） 

sst@mext.go.jp 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 文部科学省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 被災者支援総合交付

金（子供への学習支

援によるコミュニテ

ィ復興支援事業） 

継続 幅広い地域の方々の参画のもと、地域と

学校が連携・協働した学習支援等の実施

により、被災地における子供の学習環境

の好転を図るとともに、コミュニティの

復興促進を目指す。 

（7,699 の内数） （9,258 の内数） 10/10 地方公共団体 総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3260） 

実施主体である

地方公共団体

が、業務の一部

を NPO 法人等に

委託可。 

 

２ 被災者支援総合交付

金（福島県の子供た

ちを対象とする自然

体験・交流活動支援

事業） 

継続 福島県内の子供を対象とした、学校等や

社会教育団体が実施する自然体験活動等

や県外の子供たちとの交流活動等を支援

する。 

（7,699 の内数） （9,258 の内数） 9/10 福島県 総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-6734-4111 

（内 2971） 

 

 

当事業は、福島

県が学校や社会

教育団体（NPO

法人を含む）等

を補助対象とす

る「ふくしまキ

ッズパワーアッ

プ事業」に要す

る経費を補助す

るものである。 

３ 緊急スクールカウン

セラー等活用事業 

継続 被災した児童生徒等の心のケアや、教職

員・保護者等への助言・援助、学校教育

活動の復興支援、福祉関係機関との連携

調整等様々な課題に対応するため、自治

体等に対し、スクールカウンセラー等を

活用する経費を支援する。 

1,432 1,503 10/10 岩手県、宮城

県、福島県及

び仙台市 

初等中等教育局 

児童生徒課 

03-5253-4111 

（内 2905） 

NPO 等民間事業

者については、

被災自治体との

連携強化の観点

から、被災自治

体からの委託と

いう形で事業を

実施することと

する。 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 厚生労働省 

                                                                
 

連番 
事業名 

区

分 
施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地域の健康増進活動支援

事業 

継

続 

健康づくり活動に取り組む民間団体の、健康

づくりの牽引役となる人材の育成やボランテ

ィアを活用する主体的かつ自由な発想に基づ

く取組について、補助金を交付する。 

75 75 定額 

（10/10） 

NPO 法人等 健康・生活衛

生局 

健康課 

（内線 2339） 

 

２ がん検診従事者研修事業 継

続 

胃内視鏡検査を実施する医師に対して、安全

管理体制の整備に係る研修を実施する。 

6 6 1/2 都道府県、公

益法人、一般

社団法人、一

般財団法人、

NPO 法人等 

健康・生活衛

生局 

がん・疾病対

策課 

( 内線 3827） 

 

３ HIV 感染者等の NGO 等へ

の支援事業 

継

続 

HIV 感染者等で構成される NPO・NGO による活

動を支援し、効果的で当事者性のある HIV 感

染予防の普及啓発や患者支援を図る。 

120 120 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

国 

〈委託先〉

NPO 法人等 

健康・生活衛

生局 

感染症対策部

感染症対策課

（内線 2384） 

 

４ 小児慢性特定疾病児童等

自立支援事業 

継

続 

慢性的な疾病を抱える児童及びその家族の負

担軽減及び長期療養をしている児童の自立や

成長支援について、地域の社会資源を活用す

るとともに、利用者の環境等に応じた支援を

行う。 

923 923 （補助率）

1/2 

 

〈実施主体〉 

都道府県 

指定都市 

中核市 

児童福祉法第

59 条の４第 1

項の政令で定

める市（特別

区を含む。） 

＜実施主体が

委託する場合

に想定される

委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人 

一般社団法人 

一般財団法人 

医療法人等 

健康・生活衛

生局 

難病対策課 

（内線 7937） 
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５ 療養生活環境整備事業 継

続 

難病の患者等の日常生活における相談・支

援、地域交流活動の促進及び就労支援などを

行う拠点施設として、難病相談支援センター

を設置し、相談支援、地域交流会、講習・研

修会、就労支援のための連携等を実施する。 

670 670 （補助率） 

1/2 

 

 

〈実施主体〉 

都道府県 

指定都市 

＜実施主体が

委託する場合

に想定される

委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人 

一般社団法人 

一般財団法人 

医療法人 等 

健康・生活衛

生局 

難病対策課 

（内線 2355） 

 

６ 日雇労働者等技能講習事

業 

継

続 

日雇労働者やホームレスが集積する 5 都市

（東京、神奈川、愛知、大阪、福岡）におい

て、NPO 等に委託し、地域における求人ニー

ズ等を踏まえた就労に役立つ技能講習を実施

する。（調達区分は７件） 

220 222 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

国 

〈委託先〉 

NPO 法人等 

職業安定局 

雇用開発企画

課就労支援室 

（内線 8180） 

 

７ 刑務所出所者等就労支援

事業（協力雇用主等支援

業務） 

継

続 

事業主に対して、刑務所出所者等の雇用に係

る啓発・支援を実施し、刑務所出所者等のた

めに求人を確保するとともに、事業主からの

要望や刑務所出所者等の就労状況を把握する

（事業実施対象地域は東京、神奈川、大阪、

愛知及び福岡の５都府県）。 

51 50 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

国 

〈委託先〉 

NPO 法人等 

職業安定局 

雇用開発企画

課 

就労支援室 

（内線 5817） 

 

８ 障害者就業・生活支援セ

ンターによる地域におけ

る就労支援 

継

続 

障害者就業・生活支援センターが、障害者の

職業生活における自立を図るため、雇用、保

健、福祉、教育等の地域の関係機関と連携の

下、障害者の身近な地域において就業面及び

生活面における一体的な支援を行う。 

8,464 8,122 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

都道府県 

国（都道府県

労働局） 

〈委託先〉 

社会福祉法人 

NPO 法人 

医療法人 

公益社団法人 

公益財団法人 

等 

職業安定局 

障害者雇用対

策課 

地域就労支援

室 

(内線 5832) 

委託契約の手

続きは、都道

府県知事によ

る法人の指定

を行った後に

都道府県労働

局にて行う。 

９ 国の機関の職員に対する

障害者の職場適応支援者

養成事業 

継

続 

「公務部門における障害者雇用に関する基本

方針」（平成 30 年 10 月 23 日公務部門にお

ける障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）

に基づき、障害者の職場適応が円滑に進むよ

う個別的なサポートを行うために、国の機関

の職員の中から選任された支援者に対して、

支援に必要なスキルを習得するためのセミナ

13 12 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

国 

＜委託先＞ 

NPO 法人、公

益・一般社団

法人、公益・

一般財団法

厚生労働省 

職業安定局 

障害者雇用対

策課 

地域就労支援

室 

（内線 5858） 

東京都・愛知

県と大阪府・

福岡県の２地

域に分けて調

達 
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ーを実施する。 人、任意団体 

10 離職者等の再就職に資す

る総合的な職業能力開発

プログラムの推進 

継

続 

多様な人材ニーズに機動的に対応するため、

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実

施する。 

35,230 35,391 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

都道府県及び

横浜市 

＜委託先＞ 

民間企業 

専修学校・各

種学校 

大学・大学院 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

11 求職者支援制度 継

続 

民間教育訓練機関等を活用して、雇用保険を

受給できない求職者に対して、就職に必要な

技能と知識の向上を図る訓練を実施する。 

12,914 11,061 訓練の受講者

1 人につき月

5.3 万～7.3

万円 

＜実施主体＞ 

国（都道府県

労働局､

（独）高齢・

障害・求職者

雇用支援機

構） 

＜委託先＞ 

民間企業 

専修学校・ 

各種学校 

大学・大学院 

NPO 法人等 

（独）高齢・

障害・求職者

雇用支援機

構、都道府県

職業訓練支援

センター 

 

12 障害者の多様なニーズに

対応した委託訓 

練の実施 

継

続 

企業、社会福祉法人、NPO 法人、民間教育訓

練機関等の多様な委託先を活用することによ

り、個々の障害者の態様や企業のニーズに対

応した委託訓練を実施する。 

1,409 1,426 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

民間企業、社

会福祉法人、

NPO 法人等 

（一般社団法

人・一般財団

法人・任意団

体等の非営利

団体含む） 

都道府県の担

当課 

 

13 若者等職業的自立支援推

進事業 

継

続 

「地域若者サポートステーション」におい

て、職業的自立に向けての専門的相談支援、

就職後の定着・ステップアップ支援等を実施

する。 

4,606 4,855（うち補正

予算 402。この

うち 341 を翌年

度に繰越し） 

10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

国（都道府県

労働局） 

＜委託先＞ 

民間企業 

NPO 法人等、

一般社団法

人、一般財団

人材開発統括

官付若年者・

キャリア形成

支援担 

当参事官室 

（内線 5992） 
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法人、社会福

祉法人、労働

者協同組合、

消費生活協同

組合 

14 

 

地域生活定着促進事業 継

続 

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要と

する矯正施設退所者等の社会復帰を支援する

ため、「地域生活定着支援センター」を整備

し、福祉サービスにつなげるための準備を各

都道府県の保護観察所等と協働して進める。 

（38,762 の内

数） 

（54,638 の内

数） 

3/4  ＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

15 

 

社会福祉推進事業 継

続 

地域社会における今日的課題に対する先駆

的・試行的な取組等に対する支援を通じて、

社会福祉の発展改善等に寄与することを目的

として実施する。 

（38,762 の内

数） 

（54,638 の内

数） 

定額 採択された法

人（NPO 法人

含む） 

厚生労働省 

社会・援護局 

総務課 

（内線 2891） 

 

16 

 

被保護者就労支援事業 継

続 

生活保護受給者の自立の促進を図ることを目

的とし、以下の業務を実施する。 

・就労の支援に関する問題につき、被保護者

からの相談に応じるとともに、履歴書の書き

方や面接の受け方の指導、公共職業安定所へ

の同行訪問等、就労に向けた支援、また個別

求人開拓や就労後における職場定着に向けた

支援 

・本人の希望や特性に合った就労の場につな

ぐため、求人開拓等が円滑に実施できるよ

う、地域の関係機関や団体等において、就労

支援の連携体制を構築 

5,311 5,311 3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 
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17 

 

被保護者就労準備支援事

業 

継

続 

直ちに一般就労が困難な生活保護受給者に対

して、就労に向けた動機づけや基礎能力の形

成を図るため、以下の支援を段階的に実施す

る。 

・日常生活習慣の改善のための支援 

・社会的な能力を身につけるための支援 

・就労意欲喚起や就労体験等の機会の提供

等、 

就労活動や自立に至るまでの総合的な支援 

（38,762 の内

数） 

 

（ 54,638 の 内

数） 

 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

18 

 

社会的な居場所づくり支

援事業 

継

続 

生活保護受給者の自立支援を推進するため

に、企業、NPO、市民等と行政との協働によ

り、生活保護受給者の社会的自立を支援する

取組の推進を図る。 

（38,762 の内

数） 

（ 54,638 の 内

数） 

 

3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

19 

 

被保護者家計改善支援事

業 

継

続 

保護廃止が見込まれる生活保護受給世帯に対

する家計管理方法の提案や支援を行うととも

に、大学等への進学を検討している高校生等

のいる生活保護受給世帯に対する、進学に向

けた費用についての相談や助言、各種奨学金

制度の案内等を行う。 

（38,762 の内

数） 

 

（ 54,638 の 内

数） 

 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

20 被保護者地域居住支援事

業 

新

規 

居住の安定を図るための支援が必要な生活保

護受給者に対し、一定の期間にわたり、訪問

による必要な情報の提供及び助言等、現在の

住居等において日常生活を営むために必要な

支援を行う。 

（ 38,762 の 内

数） 

― 2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 
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21 子どもの進路選択支援事

業 

新

規 

子どもの進路選択における教育、就労及び生

活習慣等に関する問題につき世帯の状況に応

じてケースワーカーによる支援を補い、進路

選択等の教育分野の専門知識や経験を有する

等の専門の職員を配置し、 

訪問その他の適当な方法により、生活保護受

給世帯の子ども及びその保護者の相談に応

じ、必要な情報の提供及び助言、関係機関と

の連絡調整を行う。 

 

（ 38,762 の 内

数） 

（ 54,638 の 内

数） 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

22 

 

ひきこもり支援推進事業 継

続 

ひきこもり支援を推進するための体制を整備

し、相談支援等を通じて、ひきこもり状態に

ある本人の社会参加を促すことにより、本人

及びその家族等の福祉の増進を図る。 

（ 38,762 の 内

数） 

 

（ 54,638 の 内

数） 

1/2（一部

3/4） 

＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

23 

 

被災者見守り・相談支援

等事業 

継

続 

災害救助法に基づく応急仮設住宅に入居した

被災者は、被災前とは大きく異なった環境に

置かれることとなる。 

このような被災者が、それぞれの環境の中で

安心した日常生活を営むことができるよう、

応急仮設住宅に入居している期間、孤立防止

等のための見守り支援や、日常生活上の相談

を行った上で、被災者を関係支援機関へつな

ぐ等の支援を行う。 

（ 38,762 の 内

数） 

 

（ 54,638 の 内

数） 

 

原則 1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

24 

 

生活困窮者自立支援制度 継

続 

生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に

対し、包括的な相談支援、就労支援等を行

い、その自立を促進する。 

①自立相談支援事業 

②住居確保給付金 

③就労準備支援事業 

④居住支援事業 

⑤家計改善支援事業 

⑥子どもの学習・生活支援事業 

⑦その他事業 

①② 

(17,943 の内数) 

 

①② 

(20,047 の内数) 

 

①② 3/4 

③④⑤2/3 

⑥⑦ 1/2 

＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の福

祉担当課等 

 

③～⑦ 

(38,762 の内数) 

 

③～⑦ 

（54,638 の内

数） 
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25 

 

重層的支援体制整備事業 継

続 

地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対

応する包括的な支援体制を整備するため、対

象者の属性を問わない相談支援、多様な参加

支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行

う。 

①地域包括支援センターの運営 

②基幹相談支援センター等機能強化事業等 

③利用者支援事業 

④自立相談支援事業 

⑤福祉事務所未設置町村による相談事業 

⑥地域介護予防活動支援事業 

⑦生活支援体制整備事業 

⑧地域活動支援センター機能強化事 業 

⑨地域子育て支援拠点事業 

⑩生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

⑪多機関協働事業 

⑫アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

⑬参加支援事業 

71,842 

 

54,431 

 

①⑦ 

38.5/100 

②⑧ 

50/100 以内 

③ 

2/3,1/2 

④⑤ 

3/4 

⑥ 

20/100 

⑨ 

1/3 

⑩⑪⑫⑬ 

1/2 

＜実施主体＞ 

市町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課, 

 

26 

 

重層的支援体制整備事業

への移行準備事業 

継

続 

重層的支援体制整備事業の実施を希望する市

町村が円滑に移行できるよう、各相談支援機

関等との連携体制の構築や多機関協働等の本

格実施に向けた支援を行う。 

(38,762 の内数)  （54,638 の内

数） 

3/4 ＜実施主体＞ 

市町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

27 

 

重層的支援体制構築に向

けた都道府県後方支援事

業 

継

続 

市町村が推進する包括的な支援体制整備の後

方支援として、都道府県が行う各種取組に必

要な支援を行う。 

(38,762 の内数) 

 

（54,638 の内

数） 

 

3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

28 

 

生活困窮者等支援民間団

体活動助成事業 

継

続 

物価高騰の影響下において、より一層困難な

状況にある生活困窮者やひきこもり状態にあ

る者等に対して、電話・SNS相談、住まいの

確保等の支援、居場所づくり、生活上の支援

などの支援活動を実施する民間団体の先進的

な取組への助成を行う。 

― 518 

 

定額 ＜実施主体＞ 

NPO 法人等 

独立行政法人

福祉医療機構

（WAM） 

 

29 

 

 

生活困窮者支援等のため

の地域づくり事業 

継

続 

身近な地域において、地域住民による共助の

取組を促進し、安心して通える居場所の確保

や地域資源を活用した連携の仕組みづくりに

資するよう、生活困窮者支援等のための地域

(38,762 の内数)  （54,638 の内

数） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県市区

町村 

＜委託先＞ 

実施主体の担

当課 
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づくりを支援する。 社会福祉法人 

NPO 法人等 

30 

 

社会福祉振興助成事業 継

続 

政策動向や国民ニーズを踏まえ、高齢者・障

害者が自立した生活を送れるよう、また、子

どもたちが健やかに安心して生活できるよう

支援することを目的に、民間の創意工夫ある

事業に対して助成を行う。 

608 608 定額 ＜実施主体＞ 

(独)福祉医療

機構 

＜助成先＞ 

NPO 法人等 

厚生労働省 

社会・援護局 

福祉基盤課 

（内線 2866） 

 

31 

 

自殺防止対策事業 継

続 

全国的な自殺防止対策を行う民間団体の取組

を支援する。 

（3,210 の内

数） 

（3,050 の内

数） 

10/10 NPO 法人等 自殺対策推進

室（内線

2838,2279） 

 

32 

 

孤独・孤立対策のための

自殺防止対策事業 

継

続 

社会的に孤立し不安を抱えている人に対する

電話や SNS 等を活用した自殺防止等に係る民

間団体の取組を支援する。 

－ 1,000 

 

10/10 NPO 法人等 自殺対策推進

室（内線

2838,2279） 

 

33 

 

樺太等残留邦人集団一時

帰国事業 

継

続 

樺太等残留邦人に対する一時帰国の援助を行

うとともに、樺太等残留邦人の永住帰国に関

する意向及び永住帰国時期の調査等を行い、

帰国希望者が円滑に帰国できるよう支援す

る。 

32 32 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

国 

＜委託先＞ 

NPO 法人、一

般社団法人、

一般財団法人

等 

社会・援護局 

援護企画課 

中国残留邦人

等支援室帰

国・受入援護

係 

（内線 3465） 

 

34 

 

中国残留邦人等地域生活

支援事業 

継

続 

地方自治体が実施主体となり、中国残留邦人

等が地域において生き生きと暮らすことがで

きるよう、地域における多様な施設や活動等

をネットワーク化し、身近な地域での日本語

教育支援事業等の地域支援を促進する。 

（41,193 の内

数） 

（38,410 の内

数） 

10/10 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

一般社団法

人、一般財団

法人、NPO 法

人、任意団体

等 

実施主体の担

当課 
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35 

 

地域生活支援推進事業 継

続 

全国７か所に設置している中国帰国者支援・

交流センターで、より一層、地域に定着した

中国残留邦人等への支援が行われるよう、地

域で活動するＮＰＯ法人等との連携を推進

し、活動を援助する。 

7 7 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

中国帰国者支

援・交流セン

ター 

＜委託先＞ 

一般社団法

人、一般財団

法人、NPO 法

人、任意団体

等 

各中国帰国者

支援・交流セ

ンター 

 

36 

 

障害者総合福祉推進事業 継

続 

障害者施策全般にわたり解決すべき課題につ

いて、現地調査等による実態把握や試行的取

組を通じて提言を行う。 

359 

 

243 

 

定額 

(10/10) 

地方公共団

体、社会福祉

法人、NPO 法

人、社団法

人、財団法人

等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

企画課 

障害支援区分

係 

03-5253-

1111(内線

3026) 

 

37 

 

地域生活支援事業 継

続 

事業の実施主体である市町村等が、地域の特

性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態により

計画的に実施する事業 

(44,193 の内数) (44,440 の内数) 1/2 以内 <実施主体> 

都道府県、市

町村 

<委託先、補

助先> 

社会福祉法

人、公益法

人、NPO 法人

等 

実施主体の担

当課 

 

38 

 

地域生活支援促進事業 継

続 

発達障害者支援、障害者虐待防止対策、障害

者就労支援、障害者の芸術文化活動の促進等

国として促進すべき事業について、5 割又は

定額の補助を確保し、質の高い事業実施を図

る。 

(6,012 の内数) (6,011 の内数) 1/2 又は定額 

(10/10) 

<実施主体> 

都道府県、市

町村 

<委託先、補

助先> 

社会福祉法

人、公益法

人、NPO 法人

等 

実施主体の担

当課 
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39 

 

障害者芸術文化活動普及

支援事業 

継

続 

障害者の芸術文化活動の相談支援・人材育成

等の支援ノウハウを全国展開し、障害者の芸

術文化活動のさらなる振興を図る。 

290 286 

 

1/2 又は定額 

(10/10) 

<実施主体> 

都道府県、

NPO 法人等 

<委託先、補

助先> 

社会福祉法

人、公益法

人、NPO 法人

等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

企画課 

自立支援振興

室 

( 内線 3636 ) 

 

40 

 

 

意思疎通支援従事者確保

等事業 

継

続 

 

意思疎通支援従事者の確保及び障害者等の

ICT 機器の利用を支援することを目的に、民

間団体の創意工夫を凝らした取組に対して助

成を行う。 

40 

 

40 

 

定額 

(10/10) 

社会福祉法

人、NPO 法

人、社団法

人、財団法人 

等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部企画課自立

支援振興室 

03-5253-111 

1(内線 3076) 

 

41 

 

社会福祉施設等施設整備

費補助金 

継

続 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）

等の規定に基づき、社会福祉法人等が実施す

る障害福祉サービス事業所等の施設整備に要

する費用の一部を補助する。 

(5,044 の内数) (15,279 の内数)

（うち補正予算

額 10,805） 

1/2 <実施主体> 

都道府県、指

定都市、中核

市 

<補助先> 

社会福祉法

人、医療法

人、公益社団

法人、NPO 法

人等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

障害福祉課 

(内線 3035) 

 

42 依存症民間団体支援事業 継

続 

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者

やその家族等の支援について全国規模で実施

している自助グループ等民間団体の活動(支援

ネットワークの構築や相談支援、普及啓発活

動等)に対して支援を行う。 

69 49 

 

定額(10/10) 公益法人、社

会福祉法人、

NPO 法人等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

精神・障害保

健課 

依存症対策推

進室 

(内線 3065) 

 



40 
 

43 

 

地域支援事業 継

続 

被保険者が要介護状態又は要支援状態となる

ことを予防し、社会に参加しつつ、地域にお

いて自立した日常生活を営むことができるよ

う支援することを目的とし、地域における包

括的な相談及び支援体制、多様な主体の参画

による日常生活の支援体制、在宅医療と介護

の連携体制及び認知症高齢者への支援体制の

構築等を一体的に推進する地域支援事業に対

し交付金を交付する。 

①介護予防・日常生活支援総合事業 

②包括的支援事業 

③任意事業 

（179,954 の内

数） 

（180,433 の内

数） 

① 

25/100 

②､③ 

38.5/100 

<実施主体> 

市町村 

<補助先> 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

44 

 

地域医療介護総合確保基

金 

継

続 

医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府

県に設置した地域医療介護総合確保基金を活

用し、介護施設等の整備等の促進のため必要

な事業を支援する。 

（34,944 の内

数） 

（34,944 の内

数） 

2/3 <実施主体> 

都道府県 

<補助先> 

NPO 法人等 

各都道府県担

当課 

 

45 老人保健健康増進等事業 継

続 

老人保健福祉サービスの一層の充実や介護保

険制度の基盤の安定化に資することを目的と

して、高齢者の介護、介護予防、生活支援、

老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試

行的な調査研究事業等に対する所要の助成を

行う。 

2,176 2,473 定額

（10/10） 

<補助先> 

地方公共団

体、NPO 法人

等 

老健局総務課

（内線 3918） 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 厚生労働省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 原子力災害対応雇用

支援事業（基金） 

継続 （福島県に造成した基金を財源に実施） 0 0 福島県又は原

子力災害被災

12 市町村及び

その出張所等

所在自治体か

ら委託費とし

て支給 

＜実施主体＞ 

福島県又は原

子力災害被災

12 市町村及び

その出張所等

所在自治体 

＜委託先＞ 

民間企業 

NPO 法人等 

実施主体の担当

課 

 

２ 被災者見守り・相談

支援事業（被災者支

援総合交付金） 

継続 東日本大震災の被災者が、現に居住する

地域において、安心して日常生活を営む

ことができるよう、被災者の心のケアや

孤立防止のための見守り支援を行うとと

もに、これに併せて日常生活上の相談支

援などの孤立防止等のために必要となる

支援を一体的に提供する体制の構築を図

る。 

（7,699 の内数） （9,258 の内数） 10/10 ＜実施主体＞ 

岩手県、宮城

県、福島県及

び管内市町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の福祉

担当課 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 農林水産省 

                                                                
 

連番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 中南米日系農業者等

との連携強化・ビジ

ネス創出事業 

継続 中南米地域の日系農業者と日本の食

品・農業関係企業等との連携強化に向

けて、ビジネスマッチングや招聘研修

等を支援。 

74 74 委託費 民間企業、

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局 

新興地域グル

ープ 

03-3502-5913 

 

２ アジア地域の食料安 

全保障の確立に向け

た農業経営研修及び

研修効果実態把握事

業 

継続 アジア地域の開発途上国の農業者等を

対象に農業経営に関する研修や技術指

導等を支援。 

27 30 補助金（定

額） 

民間企業、

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局

新興地域グル

ープ 

03-3502-5913 

 

３ 家畜生産農場衛生対

策事業のうち、農場

HACCP 導入推進強化

事業 

継続 農場 HACCP の導入に向けた取組やその

成果としての認証取得を促進する農場

指導員を増強するため、農場指導員養

成研修を実施する。 

（481 の内数） （481 の内数） 定額 民間団体等、

民間企業、

（NPO 法人を

含む）など 

農林水産省 

消費・安全局 

動物衛生課 

03-3502-8292 

 

４ 輸出環境整備推進事

業 

継続 農林水産物・食品輸出本部の下で、輸

出先国で講じられる規制等の調査・分

析、施設認定・証明書発給等の輸出手

続の円滑化、輸出先国が求める食品安

全規制等に対する対応の強化など、輸

出事業者が輸出に取り組むための環境

整備を実施。 

1,298 1,348 委託費 

補助金 

（定額、1/2

以内） 

民間団体等 

（NPO 法人を

含む） 

農林水産省 

輸出・国際局 

規制対策グル

ープ 03-6744-

2378 

 

５ 新市場開拓推進事業

（うち、輸出に取り

組む優良事業者表彰

事業） 

継続 輸出に取り組む優れた事業者の表彰を

行い、取組を広く紹介。 

8 8 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局 

輸出支援課輸

出産地形成室 

03-6738-7897 

 

６ 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（創出

支援型のうち地域資

源活用・地域連携中

央・都道府県サポー

ト事業） 

名称

変更 

 

継続 

中央・都道府県サポートセンターによ

る地域資源を活用した付加価値の創出

に係る経営改善等の多様な課題解決に

取り組む事業者等への専門家派遣や人

材の育成の取組、農山漁村の抱える地

域課題の解決を目指した取組、施設給

食において地産地消を促進するための

(7,389 の内数) (9,714 の内数) 補助金 

(定額) 

 

民間企業、

NPO 法人など 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-6744-2497 

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（創出支

援型のうち農山

漁村発イノベー
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コーディネーターの派遣・育成等を支

援。 

ション中央・都

道府県サポート

事業） 

７ 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（創出

支援型のうち地域資

源活用・地域連携推

進支援事業） 

名称

変更 

 

継続 

農林水産物や農林水産業に関わる多様

な地域資源を活用した新商品・サービ

スの開発や研究開発・成果利用等の取

組を支援。 

(7,389 の内数) (9,714 の内数) 補助金 

（1/2 等） 

 

民間企業、

NPO 法人など 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-6744-2497 

 

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（創出支

援型のうち農山

漁村発イノベー

ション推進支援

事業） 

８ 新規就農者育成総合

対策のうち農業教育

高度化事業 

継続 農業大学校、農業高校等における農業

教育の高度化を図るため、農業教育カ

リキュラムの強化、海外研修リカレン

ト教育の充実、若者の就農意欲を喚起

する活動、研修用機械・設備の導入等

を支援。 

（10,748 の内数） （12,124 の内数） 定額、1/2 以

内 

公募（民間団

体、NPO 法人

など）等 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

03-6744-2160 

 

９ 新規就農者育成総合

対策のうち農業人材

確保推進事業 

継続 農業に従事する人材の確保・定着を図

るため、新規就農相談・情報発信、就

農相談会の開催、農業インターンシッ

プ農業就業体験、地域における新規就

農者のサポート活動、労働環境の改

善、労働力の調整等による多様な人材

の確保等の取組を支援。 

（10,748 の内数） （12,124 の内数） 定額 公募（民間団

体、NPO 法人

など） 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

03-3502-

64691-1962 

 

10 女性が変える未来の

農業推進事業 

継続 女性農業者の能力の発揮等による 

農業の発展、地域経済の活性化のた

め、女性が働きやすい環境づくり、 女

性グループの活動推進、地域のリーダ

ーとなり得る女性農業者の活躍事例の

普及等の取組を支援。 

60 74 定額 公募（民間団

体、NPO 法人

など） 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

女性活躍推進

室 

03-3502-6600 

 

11 外国人材受入総合支

援事業 

継続 農業、漁業、飲食料品製造業及び外食

業の各分野における外国人材の適正か

つ円滑な受入れに向けて、技能試験の

実施や海外の教育機関等と連携した現

地説明・相談会、外国人材の受入れや

就労環境改善等の取組を紹介する方法

及び優良事例の作成・周知、相談窓口

の設置等により、外国人材が働きやす

い環境の整備等を支援。 

346 393 定額 公募（民間団

体、NPO 法人

など） 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

03-3501-1962 

 

水産庁 

企画課 

03-6744-2340 

 

大臣官房新事

業・食品産業

部 

新事業・国際

グループ 

03-6744-2397 
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外食・食文化

課 

03-6744-2053 

12 農山漁村振興交付金

のうち山村活性化対

策（①山村活性化対

策事業、②商談会開

催等事業） 

 

継続 山村の特色ある地域資源を活用した商

品の開発・販売により地域の所得・雇

用の向上を図るための下記取組を支援 

① 上記にかかる山村地域の取組 

② ①の事業継続等に必要となるノウ

ハウ取得のためのセミナー及び地域商

品の販路開拓のための商談会開催 

(780 の内数) (780 の内数) 定額 ①地域協議会

（民間団体、

NPO 法人等） 

②民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

地域振興課 

03-6744-2498 

 

13 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（農泊

推進型） 

名称

変更 

 

継続 

農山漁村の活性化と所得向上と関係人

口の創出を図るため、農泊地域の実施

体制の整備や経営の強化、食や景観の

観光コンテンツとしての磨き上げ、国

内外へのプロモーション等を支援する

とともに、古民家等を活用した滞在施

設等を一体的に支援。また、農泊施設

の避難所等としての活用を支援。 

（7,389 の内数） （9,714 の内数） 定額、1/2 地域協議会、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-3502-5946  

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（農泊推

進型） 

14 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（農福

連携型） 

名称

変更 

 

継続 

農福連携の一層の推進に向け、障害者

等の農林水産業に関する技術習得、障

害者等が作業に携わる生産・加工・販

売施設の整備等を支援 

（7,389 の内数） （9,714 の内数） 定額、1/2 農業法人、社

会福祉法人、

民間企業、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-3502-0033 

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（農福連

携型） 

15 農山漁村振興交付金

（うち、都市農業機

能発揮対策） 

継続 都市部での農業体験等による交流を通

じた都市住民と共生する農業経営の実

現を図る取組や都市農地の貸借による

次世代の担い手づくりの取組に加え

て、農地の周辺環境対策、災害時の避

難地としての活用を支援 

（7,389 の内数） （9,714 の内数） 定額 民間団体、地

域協議会、市

区町村、JA、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

農村計画課 03-

3502-5948 

 

16 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（定住

促進・交流対策型） 

名称

変更 

 

継続 

市町村等が作成する活性化計画に基づ

き、農山漁村における定住・交流の促

進、農林漁業者の所得向上や雇用の増

大等、農山漁村の活性化のために必要

となる農林水産物加工・販売施設、地

域間交流拠点等の整備を支援。 

(7,389 の内数) (9,714 の内数) 1/2 等 

上限額 

４億円 

都道府県、市

町村、NPO 法

人等 

農林水産省 

農村振興局 

地域整備課 

03-3501-0814 

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（定住促

進・交流対策

型） 

17 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（地域

活性化型のうち農山

漁村関わり創出事

業） 

名称

変更 

 

継続 

農山漁村の自立及び維持発展に向け

て、地域の課題や需要に応じて、農山

漁村地域における様々な取組に、多様

な人材が関わることができる仕組みの

構築や、課題解決に向けた取組のコー

ディネート等を行う地域づくり人材の

育成等により、関係人口を創出・拡大

し、農山漁村の活性化を推進する取組

（7,389 の内数） （9,714 の内数） 定額  

NPO 法人、民

間企業等 

農林水産省 

農村振興局 

農村交流課 

03-6744-1855 

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（地域活

性化型のうち農

山漁村関わり創

出事業 
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を支援。 

18 農山漁村振興交付金

のうち地域資源活用

価値創出対策（地域

活性化型のうち農山

漁村情報発信事業） 

名称

変更 

 

継続 

農山漁村のポテンシャルを引き出して

地域の活性化や所得向上に取り組んで

いる優良な事例の普遍化や、農業遺産

等の歴史的・文化的背景、景観等を含

む農業・農村の有する多様な価値に係

る理解醸成等のための情報発信の取組

を支援 

(7,389 の内数) (9,714 の内数) 定額 NPO 法人、 

民間企業等 

農林水産省 

農村振興局 

鳥獣対策・農

村環境課 

03-6744-0250

農村計画課 

03-3502-6001 

旧事業名：農山

漁村振興交付金

のうち農山漁村

発イノベーショ

ン対策（地域活

性化型のうち農

山漁村情報発信

事業） 

19 鳥獣被害防止総合対

策交付金（うち鳥獣

被害対策基盤支援事

業、全国ジビエプロ

モーション事業） 

継続 鳥獣被害防止対策の担い手や捕獲した

鳥獣の利活用を推進する人材の育成を

図るための取組、全国的なジビエの消

費拡大を図るプロモーション等への取

組を支援。 

（9,900 の内数） （9,900 の内数） 定額 （公募） 

民間団体、

NPO 法人、地

域協議会等 

農林水産省 

農村振興局 

鳥獣対策・農

村環境課 

鳥獣対策室 

03-3591-4958 

 

20 森林・林 業・木材 

産業グリーン成長総

合対策のうち木材需

要の創出・輸出力強

化対策 

継続 木質バイオマスの利用環境整備、木材

利用の意義の普及啓発等による木材需

要の拡大を支援。 

（250 の内数） （298 の内数） 定額 NPO 法人を含

む民間団体等 

農林水産省 

林野庁 

木材利用課 

03-6744-2120 

 

21 里山林活性化による

多面的機能発揮対策

交付金 

新規 地域に身近な里山林の整備を促進し、

森林の多面的機能の発揮や山村集落の

維持・活性化を図るため、里山林の整

備・活用に取り組む組織の確保・育

成、活動の実践を支援 

（951 の内数） － 定額、1/2 以

内等 

上限額：500

万円 

地域協議会

（地域協議会

から保全活動

を行う活動組

織（NPO 法人

も活動するこ

とが可能）に

対し、交付金

を交付） 

農林水産省 

林野庁 

森林利用課 

03-3502-0048 

 

22 森林環境保全直接支

援事業 

継続 施業集約化を図り、間伐やこれと一体

となった森林作業道の整備、主伐後の

再造林、鳥獣被害対策等を支援 

23,266 41,757 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 

 

23 特定機能回復事業 継続 公益的機能の発揮を図るため、更新困

難な森林や被害森林等の特定の森林の

再生を支援 

2,463 3,347 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 
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24 農山漁村地域整備交

付金（農業用水保全

の森づくり事業・漁

場保全の森づくり事

業・絆の森整備事

業・花粉発生源対策

促進事業） 

継続 市民グループ（ＮＰＯ法人等）等が森

林所有者から受託して森林経営計画等

を作成し、または、ＮＰＯ法人等が森

林所有者等と施業実施協定を締結し、

自ら森林の管理・整備を実施する事業

等を支援 

（76,249 の内数） （76,999 の内数） 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 

 

25 森林・林業・木材産

業グリーン成長総合

対策のうち林業・木

材産業循環成長対策

のうち林業の多様な

担い手の育成 

継続 再造林等の地域課題に対応し、造林事

業の開始、自伐型林業等の推進に当た

り必要な技術習得・安全衛生研修の実

施、資機材の整備等を支援 

（6,186 の内数) (6,511 の内数) 1/2 以内 NPO 含む新規

事業体等 

農林水産省 

林野庁 

経営課 

03-3502-1629 

 

26 経営体育成総合支援

事業 

継続 漁業・漁村を支える人材の確保・育成

を図るため、漁業への就業前の者への

資金の交付、漁業現場での長期研修を

通じた就業・定着の促進、インターン

シップや就業体験受入海技士免許等の

資格取得及び漁業者の経営能力の向上

等を支援します。 

（363 の内数） （450 の内数） 定額 （公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁漁政部 

企画課 

03-6744-2340 

 

27 漁業労働安全確保・

革新的技術導入支援

事業 

継続 漁船の災害発生を減少させるため、漁

船安全対策に関する情報収集・分析を

行います。また、安全推進員や同推進

員を指導する安全責任者の養成講習会

等の取組を支援。危険性の高い高齢者

等が操船する漁船を対象とした船舶自

動識別装置(AIS)の導入や他分野で実用

化された人為的過誤等を防止・回避す

るための新技術を漁業分野で実装する

にあたり、実証試験により、その有効

性を評価・検証する取組、漁船のゼロ

エミッション化に向けて、省エネ効果

が高い次世代型電動漁労機器の具体化

に向けた調査・評価等の取組等を支

援。 

24 24 定額 （公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁 

漁政部 

企画課 

03-3592-0731 

 

増殖推進部 

研究指導課 

03-3591-7410 

 

28 有害生物漁業被害防

止総合対策事業 

継続 漁業経営に深刻な影響を及ぼすトドや

大型クラゲ等の広域に出現する有害生

物に対する漁業被害防止対策の効果

的・効率的な実施を総合的に支援 

（320 の内数） （344 の内数） 定額、1/2 （公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁 

増殖推進部 

漁場資源課 

03-3502-8487 

 

29 内水面漁業・養殖業

活性化総合対策事業 

継続 内水面漁業の持続的な管理の在り方の

検討や内水面漁業者が行うカワウ駆除

活動、養鰻業者等が行う資源管理のた

めの取組、内水面漁業者が行う生息環

境改善の取組等を支援 

（798 の内数） （825 の内数） 定額、3/4 、

1/2 

（公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁 

増職推進部 

栽培養殖課 

03-3502-8489 
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30 漁場生産力・水産多

面的機能強化対策事

業 

継続 水産業・漁村の持つ多面的機能の発揮

のため、漁業者等が行う漁場生産力・

多面的機能の強化に資する活動に対し

支援 

（1,366 の内数） （1,452 の内数） 定額 

1/2 以内 

地域協議会

（地域協議会

から保全活動

等行う活動組

織（NPO 法人

も構成員とな

ることが可

能）に対し、

交付金を交

付） 

水産庁 

漁港漁場整備

部 

防災漁村課 

03-3501-3082 

旧事業名：水産

多面的機能発揮

対策事業 

31 日本発の水産エコラ

ベル普及推進事業 

継続 水産資源の持続的利用に対する国際的

な関心の高まりへの対応や水産物輸出

の増加を図るため、資源管理や環境配

慮への取組を証明する水産エコラベル

について、我が国の実態に応じた日本

発の水産エコラベル認証を国内外に普

及するとともに、国際水準の水産エコ

ラベル認証の活用を支援。 

23 23 定額 （公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁 

漁政部 

加工流通課 

03-6744-2350 

 

32 消費・安全対策交付

金（のうち地域での

食育の推進） 

 

継続 第４次食育推進基本計画に掲げられた

目標達成に向けて、地域の関係者等が

連携して取り組む食育活動を推進す

る。 

（1,896 の内数） （1,720 の内数） 定額、1/2 以

内 

地方公共団

体、NPO 法人

等 

農林水産省 

消費・安全局 

消費者行政・

食育課 

03-6738-6558 

 

33 食品アクセス確保緊

急支援事業 

新規 円滑な食品アクセスの確保に向けて、

地方公共団体や食品事業者、フードバ

ンク・こども食堂等の地域の関係者が

連携する体制づくりを支援するととも

に、地域における食品アクセスの担い

手となるフードバンク等に対し、その

立上げや機能強化に向けた支援を実

施。 

－ （500 の内数） 定額、 

3/4、1/2 

地域協議会、

地方公共団

体、NPO 法人

等 

農林水産省 

消費・安全局 

消費者行政・

食育課 

03-3502-5723 

 

34 食品アクセス総合対

策事業 

 

新規 円滑な食品アクセスの確保に向けて、

地方公共団体や食品事業者、フードバ

ンク・こども食堂等の地域の関係者が

連携する体制づくりを支援するととも

に、地域における食品アクセスの担い

手となるフードバンク等に対し、その

立上げや機能強化に向けた支援、専門

家派遣等によるサポート等を実施。 

（124 の内数） （100 の内数） 補助金 

(定額、3/4、

1/2) 

 

委託費 

地域協議会、

地方公共団

体、NPO 法人 

等 

 

農林水産省 

消費・安全局 

消費者行政・

食育課 

03-3502-5723 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 農林水産省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 森林環境保全直接支

援事業 

継続 施業集約化を図り、間伐やこれと一体と

なった森林作業道の整備、主伐後の再造

林、鳥獣被害対策等を支援 

1,539 1,560 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 

 

２ 

 

被災地次世代漁業人

材確保支援事業 

継続 震災からの復興に取り組む福島県及び近

隣県において、漁家子弟を含め長期研修

支援等や就業に必要な漁船・漁具のリー

ス方式による導入を支援する。 

（2,121 の内数） （2,121 の内数） 定額 

1/2 以内 

県、 

(公募) 

民間団体等 

 

農林水産省 

水産庁 

漁政部企画課 

03-6744-2340 

増殖推進部 

研究指導課 

03-6744-2031 

 

３ 漁業経営体質強化機

器設備導入支援事業 

継続 福島県及び近隣県の漁業を高収益・環境

対応型漁業へ転換させるべく生産性向

上、省力・省コスト化に資する漁業用機

器設備（海水冷却装置、ＬＥＤ集魚灯・

漁船用エンジン）の導入費用を支援 

420 420 定額 

1/2 

（公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁 

企画課 

03-6744-2341 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 経済産業省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 中小企業生産性革

命推進事業（もの

づくり・商業・サ

ービス生産性向上

促進事業） 

継続 中小企業等が行う、革新的な新製品・

新サービスの開発に必要な設備投資等

を支援する。 

― （補正予算：

340,000 の内数） 

〔340,000 の内

数〕 

補助率：1/2,2/3 独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁 

経営支援部イ

ノベーション

チーム 

03-3501-1816 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

２ 中小企業生産性革

命推進事業（サー

ビス等生産性向上

IT 導入支援事業） 

継続 中小企業等の労働生産性の向上を目的

として、業務効率化やＤＸの推進、サ

イバーセキュリティ対策、インボイス

制度への対応等に向けた IT ツールの

導入を支援する。 

― （補正予算：

340,000 の内数）

〔340,000 の内

数〕 

補助率：

1/2,2/3,3/4,4/5 

独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁経 

営支援部イノ

ベーションチ

ーム 

03-3501-1816 

 

３ 中小企業・小規模

事業者ワンストッ

プ総合支援事業

（よろず支援拠点

事業） 

継続 中小企業・小規模事業者等が抱える

様々な経営課題に対応するワンストッ

プ相談窓口として、各都道府県に「よ

ろず支援拠点」を設置。 

（当初予算：3,419

の内数） 

（当初予算：3,462

の内数） 

（補正予算：

11,200 の内数 ） 

補助率：― 

上限額：― 

民間団体等 中小企業庁 

経営支援部 

経営支援課 

03-3501-1763 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・平成 26 年度

から実施。 

４ 中小企業信用補完

制度関連補助・出

資事業（経営安定

関連保証等対策

費） 

継続 信用保証協会が、金融機関による中小

企業・小規模事業者向け融資に対して

保証を行い、その後債務不履行が生じ

た場合に発生する信用保証協会の損失

の一部を補填するもの。これにより、

経営に支障が生じている中小企業・小

規模事業者に対し、信用保証を通じた

資金繰りの円滑化を図る。 

（2,616 の内数） 0 定額 一般社団法人

全国信用保証

協会連合会 

中小企業庁 

事業環境部 

金融課 

03-3501-2876 

・平成 27年 10

月から、一定の

要件を満たす

NPO 法人は信用

保証の対象。 

・平成 12 年度

から実施。 
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５ 中小企業信用補完

制度関連補助・出

資事業（信用保証

協会による経営支

援対策費補助事

業） 

継続 中小企業・小規模事業者に対し、信用

保証協会が、地域金融機関と連携して

行う専門家派遣等の経営支援や経営支

援と一体となった資金繰り支援の取組

みに対して補助をするもの。 

（1,300 の内数） （1,400 の内数） 1/2 信用保証協会 中小企業庁 

事業環境部 

金融課 

03-3501-2876 

・平成 27年 10

月から、一定の

要件を満たす

NPO 法人は信用

保証の対象。 

・平成 26 年度

から実施。 

・令和 4 年度か

ら、補助率は一

律 1/2 

６ 中小企業省力化投

資補助金 

新規 中小企業等の売上拡大や生産性向上を

後押しするために、人 手不足に悩む

中小企業等に対して、省力化投資を支

援。 

 

 既存基金を活用 1/2,2/3 独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁 

経営支援部イ

ノベーション

チーム 

03-3501-1816 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

７ 中小企業新事業進

出補助金 

新規 企業の成長・拡大を通した生産性向上

や賃上げを促すために、中小企業等が

行う、既存事業とは異なる、新市場・

高付加価値事業への進出にかかる設備

投資等を支援。  

 

 既存基金を活用 1/2 独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁 

経営支援部イ

ノベーション

チーム 

03-3501-1816 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 経済産業省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ 事業再

開・帰還促進交付金

のうち、誘客コンテ

ンツ開発等支援事業

と広域マーケティン

グ支援事業） 

継続 ①誘客コンテンツ開発等支援事業 

福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）における地域資源を活用した

交流人口拡大に資する往訪コンテンツ開

発する事業経費の一部補助。 

②広域マーケティング支援事業 

福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）に属する複数の市町村に跨る

来訪者の呼び込みを目的とした、マーケ

ティング事業（データ分析に基づくブラ

ンディング戦略の策定）。 

（480 の内数） (690 の内数） ①  

補助率：3/4 

～1/3 

上限額：1500

万円 

②  

補助率：9/10 

～2/3 

上限額：1.1

億円 

民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島新産業・雇

用創出推進室 

03-3501-8574 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・令和 3 年度か

ら実施。 

２ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ 事業再

開・帰還促進交付金

のうち、交流人口基

盤整備事業） 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）における交流人口の拡大に資

するデータの収集・分析等の伴走支援及

び、上記 12 市町村にいわき市、相馬市

及び新地町を加えた 15 市町村の職員に

対するデジタルリテラシー向上を図るた

めの伴走支援 

（480 の内数） (690 の内数) 委託費 民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島新産業・雇

用創出推進室 

03-3501-8574 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・令和 5 年度か

ら実施。 

３ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ 創業促

進・企業誘致に向け

た設備投資等支援補

助金） 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）において創業する者、又は原

子力災害時に 12 市町村において事業を

実施していなかった事業者であって 12 

市町村内において事業展開を行う者に対

し、施設整備費等の経費を支援。 

― ― 補助率：

2/3、3/4 

上限額：667

万円、2250 万

円 

民間団体等 経済産業省大臣

官房福島復興推

進グループ 

福島事業・なり

わい再建支援室 

03-3501-1356 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象 

・平成 28 年度

から実施 

４ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

120 120 補助率：定額 

上限額：100

民間団体等 経済産業省大臣

官房 

・一定の要件を

満たす NPO 法人
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援事業（ つながり

創出を通じた地域活

性化支援事業） 

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）の被災者の方々によるつなが

りの創出等を通じ、地域の活性化、さら

には産業振興やまちづくりにも資するよ

うな取り組みを支援。 

万円 福島復興推進グ

ループ 

福島事業・なり

わい再建支援室 

03-3501-1356 

が対象 

・平成 28 年度

から実施 

５ 地域の伝統・魅力等

発信支援事業 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）を中心とした、民間団体等に

よる、福島県の伝統・魅力等の発信によ

り風評被害の払拭や交流人口の増加など

を目指す取組を支援し、民間主導で正確

な情報が発信される基盤を整備。 

179 179 福島県型 

（中小企業

2/3、大企業

1/2） 

12 市町村型 

(中小企業

10/10、大企

業 2/3)) 、 

民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島広報戦略・

風評被害対応室 

03-3501-2883 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・平成 30 年度

から実施。 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 国土交通省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 
[うち６年度使用見込残額] 

(百万円) 

補助率 

上限額 
実施主体 照会窓口 備考 

１ 都市防災総合推

進事業 

継続 密集市街地や津波発生時に大規模な災害が

想定される等の防災上危険な市街地におけ

る都市の防災性向上や住民の防災に対する

意識向上を図ることを目的に、地方公共団

体が策定する事業計画に基づいた都市防災

に関する事業を民間事業者等（NPO を含

む）が実施する際に、地方公共団体が行う

補助の一部を支援する。 

※1 ※1 地方公共団体から交

付金の交付を受けて

本事業を実施する団

体等に対する地方公

共団体の補助に要す

る費用の 1/2 又は当

該事業に要する費用

の 1/3 のいずれか低

い額 

[間接補助] 

地方公共団

体等（NPO

を含む） 

都市局 

都市安全課 

03-5253-8111 

(内線 32334) 

 

 

２ 官民連携まちな

か再生推進事業 

継続 多様な人材の集積や様々な民間投資を惹き

つけ、都市の魅力・国際競争力の向上を図

るため、官民の多様な人材が参画するエリ

アプラットフォーム（NPO を含む場合があ

る）の構築やまちなかの将来像を明確にし

た未来ビジョンの策定、将来像を実現する

ための取り組み等（エリアプラットフォー

ム活動支援事業）、及び民間まちづくり活

動における先進団体が実施する普及啓発の

取り組み（普及啓発事業）に支援を行う。 

170 500 【エリアプラットフ

ォーム活動支援事

業】 

①エリアプラットフ

ォームの構築及び未

来ビジョン等の新規

策定：定額（上限 1

千万円）［直接補

助］ 

②未来ビジョン等の

改定、シティプロモ

ーション・情報発

信、社会実験・デー

タ活用：1/2［直接

補助］ 

③交流拠点施設整

備：1/3［直接補

助］ 

④国際競争力強化拠

点形成、地方都市イ

ノベーション拠点形

成：定額、1/2［直

接補助］ 

【普及啓発事業】 

定額[直接補助] 

【エリアプ

ラットフォ

ーム活動支

援事業】 

エリアプラ

ットフォー

ム、地方公

共団体（エ

リアプラッ

トフォーム

の構築の準

備段階の場

合のみ） 

 

【普及啓発

事業】 

都市再生推

進法人、民

間事業者等 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32553、

32563) 

 

※ ６ 年度 予

算 額 の内 訳

（ 当 初予 算

300 百万円、

補正予算 200

百万円） 
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３ まちなか公共空

間等活用支援事

業 

継続 都市再生推進法人がベンチの設置や植栽等

（カフェ等も併せて整備）により交流・滞

在空間を充実化し、緑地・広場等の公共施

設の整備を伴う事業に対し、（一財）民間

都市開発推進機構が低利貸付により金融支

援を行う。 

2 3 総事業費の 1/2[支

援限度額] 

都市再生推

進法人 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32532、

30615) 

 

４ 都市安全確保促

進事業 

継続 大規模な地震が発生した場合における都市

再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在

者等の安全と都市機能の継続を図るため、

官民連携による一体的・計画的なソフト・

ハード両面の対策を推進する。 

57 57 1/2、1/3、1/4 市町村、都

道府県、法

律に基づき

組織された

協議会、帰

宅困難者協

議会、都市

再生推進法

人（都市再

生推進法人

は計画素案

の作成に限

る） 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32554) 

 

 

５ まちづくりファ

ンド支援事業 

継続 クラウドファンディングやふるさと納税な

どの「志ある資金」を活用したまちづくり

事業に対して、（一財）民間都市開発推進

機構がまちづくりファンドの仕組みを通じ

て金融支援等を行う。 

【1】クラウドファンディング活用型 

【2】共助推進型 

（100 の内数） （410 の内数） 

[（80 の内数）] 

民都機構からファン

ドへの支援額 

【1】クラウドファ

ンディング活用型  

次のうち最も少ない

額 

①１億円 

②地方公共団体の拠

出金額 

③総資産額（民都機

構拠出分を含む）の

１/２ 

【2】共助推進型地

方公共団体の拠出金

額 

民都機構か

らファンド

への支援 

公益信

託 、公益

法人、地方

公共団体が

設置する基

金、市町村

長が指定す

るＮＰＯ等 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32532、

30614) 

 

※ ６ 年度 予

算 額 の内 訳

（繰越し 210

百 万 円、 当

初予算 100百

万 円 、補 正

予算 100百万

円（うち 80

百 万 円を 繰

り越し）） 

６ 都市再開発支援

事業 

継続 地区再生計画作成費、コーディネート業務

に要する費用及びまちづくり NPO 等が行う

街区整備計画案作成費等に対して補助を行

う。 

※1 ※1 1/3 等 

[間接補助] 

(上限額 総事業費

300,000 千円） 

地方公共団

体、再開発

準備組織、

まちづくり

ＮＰＯ等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線：32743) 

 

 

７ 都市再生整備計

画事業（社会資

本整備総合交付

金） 

継続 市町村等が行う地域の歴史・文化・自然環

境等の特性を活かした個性あふれるまちづ

くりを総合的に支援し、全国の都市の再生

を効率的に推進することにより、地域住民

の生活の質の向上と地域経済・社会の活性

化を図ることを目的とする事業。 

※1 ※1 補助基本額を 2/3 と

し交付率 40%等 

[間接補助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

市町村、

NPO 等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線 32737) 
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８ 都市再生整備計

画事業（防災・

安全交付金） 

継続 災害の発生が想定される地域において、事

前復興まちづくり計画等に基づき市町村等

が行う防災拠点の形成を総合的に支援し、

地域の防災生の向上を図ることを目的とす

る事業。 

※1 ※1 補助基本額を 2/3 と

し交付率 40%等 

[間接補助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

地方公共団

体、NPO 等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線 32737) 

 

 

９ 都市構造再編集

中支援事業 

継続 「立地適正化計画」に基づき、地方公共団

体や民間事業者等が行う一定期間内の都市

機能や居住環境の向上に資する公共公益施

設の誘導・整備、防災力強化の取組等に対

し集中的な支援を行い、各都市が持続可能

で強靱な都市構造へ再編を図ることを目的

とする事業。 

(70,200 の内数) (78,421 の内数) 補助基本額を 2/3 と

し国費率 50%等 

[直接補助、間接補

助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

地方公共団

体、NPO 等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線 32737) 

 

※ ６ 年度 予

算 額 の内 訳

（ 当 初予 算

70,068 百 万

円 、 補正 予

算 8,353百万

円） 

10 都市・地域交通

戦略推進事業 

継続 徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様

なモードの連携が図られた、自由通路、地

下街、駐車場等の公共的空間などからなる

都市の交通システムを明確な政策目的に基

づいて、総合的に整備しようとする地方公

共団体、NPO 等に対して支援を行い、都市

交通の円滑化を図るとともに、都市施設整

備や土地利用の再編により、都市再生を推

進する。 

※1 ※1 1/3 等 

[間接補助] 

地方公共団

体、ＮＰＯ

等 

都市局 

街路交通施設課 

03-5253-8111 

(内線 32834) 

 

 

11 まちなかウォー

カブル推進事業 

継続 車中心から人中心の空間へと転換を図る、

まちなかの歩いて移動できる範囲におい

て、滞在の快適性の向上を目的として市町

村や民間事業者等が実施する、道路・公

園・広場等の既存ストックの再編・利活

用、滞在環境の向上に資する取組を重点

的・一体的に支援し、「居心地が良く歩き

たくなる」まちなかづくりを推進する事業 

618 740 1/2 

[直接補助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

民間事業者

等 

都市局 

街路交通施設課 

03-5253-8416 

(内線 32848) 

 

※ ６ 年度 予

算 額 の内 訳

（ 当 初予 算

590 百万円、

補正予算 150

百 万 円（ う

ち 342百万円

を 繰 り 越

し）） 

12 市民緑地等整備

事業 

継続 市町村長より緑地保全・緑化推進法人又は

都市再生推進法人の指定を受けた NPO 等

が、市民緑地契約に係る緑地又は認定を受

けた市民緑地設置管理計画に基づく緑地、

緑地保全地域等の土地に係る管理協定に基

づき行う既存緑地の公開のために必要な施

設を整備する際に、地方公共団体が行う補

助の一部を支援する。 

※1 ※1 1/3 以内 

[間接補助] 

地方公共団

体、緑地保

全・緑化推

進法人、都

市再生推進

法人 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

 

13 都市公園事業 継続 市町村が作成し、国の認定を受けた「歴史

的風致維持向上計画」に基づいて実施する

都市公園事業について、NPO 等の歴史的風

※1 ※1 1/3 以内 

[間接補助] 

地方公共団

体、歴史的

風致維持向

都市局 

公園緑地・景観

課 
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致維持向上支援法人が地域活性化の核とな

る貴重な歴史的資産の保全・活用に資する

都市公園の整備を行う際に、地方公共団体

が行う補助の一部を支援する。 

上支援法人 03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

14 グリーンインフ

ラ活用型都市構

築支援事業 

継続 市町村が作成した「グリーンインフラ活用

型都市構築支援事業計画」に基づいて実施

する官民連携によるグリーンインフラの取

組について、NPO 等の民間事業者が実施す

る民間建築物の緑化等について、その費用

の一部を支援する。 

139 139 1/2 以内 

[直接補助] 

民間事業者

等 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

 

15 市民農園等整備

事業 

継続 市町村長より緑地保全・緑化推進法人の指

定を受けた NPO 等が、都市農地貸借円滑化

法等により生産緑地を借りて市民農園を開

設する際に必要な施設の整備に対して、地

方公共団体が行う補助の一部を支援する。 

※1 ※1 1/3 以内 

[間接補助] 

地方公共団

体、緑地保

全・緑化推

進法人 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

16 河川協力団体制

度 

継続 自発的に河川の維持、河川環境の保全等に

関する活動を行う NPO 等を河川協力団体と

して指定を行い、河川管理者と連携して活

動する団体として法律上位置づけることに

より、地域の実情に応じ多岐にわたる河川

管理の充実を図るもの。 

また、NPO 等が河川協力団体に指定される

ことで、河川管理者が必要と認める場合に

は、河川法第 99 条に基づく委託を受ける

ことも可能となる。 

（884,860 の内

数） 

※2 

（877,058 の内

数） 

※2 

ＮＰＯに対して河川

法第 99 条に基づ

き、河川管理施設の

維持や除草等を委託

するものであり、委

託費用は全額河川管

理者が負担する（Ｎ

ＰＯの活動に対する

補助制度ではない） 

国、地方公

共団体 

水管理・国土保

全局河川環境課 

03-5253-8111(内

線  35433) 

 

各河川管理者

（国土交通省の

各河川事務所

や、地方公共団

体の河川担当部

局） 

 

17 居住支援協議会

等活動支援事業 

継続 居住支援協議会、居住支援法人等が行う、

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居

の円滑化に関する活動等に係る事業の立上

げ等に対して補助を行う。 

(1,081 の内数) (1,081 の内数) 10/10 

（定額補助） 

[直接補助] 

民間事業

者、ＮＰＯ

法人等 

住宅局 

安心居住推進課 

03-5253-8111 

(内線 39834) 
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18 スマートウェル

ネス住宅等推進

事業 

継続 高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世

帯が安心して健康に暮らすことができる住

環境（スマートウェルネス住宅）を実現す

るため、サービス付き高齢者向け住宅やセ

ーフティネット住宅等の整備、先導的な住

環境・市場整備、子育て世帯等のための支

援施設等の整備を伴う市街地再開発事業及

び子どもの安全・安心に資する共同住宅の

整備等に対して支援する。 

(16,087 の内数) (16,740 の内数) 1/10,1/3 等 

[直接補助] 

民間事業

者、ＮＰＯ

法人等 

住宅局 

安心居住推進課 

03-5253-8111 

(内線 39856) 

 

 

19 基本計画等作成

等事業 

継続 市街地総合再生基本計画作成費、市街地再

開発事業の基本計画作成費及び計画コーデ

ィネート業務に要する費用等に対して補助

を行う。 

※１ ※１ 1/3 等 

[間接補助] 

(上限額 総事業費

300,000 千円） 

地方公共団

体、協議会

組織、再開

発準備組

織、まちづ

くりＮＰＯ

等 

住宅局 

市街地建築課 

03-5253-8111 

(内線 39654) 

 

 

20 住宅市街地総合

整備事業 

継続 国土交通省は、関係機関・地域住民との調

整業務、まちづくり協議会等（NPO を含む

場合がある）の運営・活動 (勉強会、資料

収集等)、協議会が委託するコンサルタン

ト派遣等に要する費用に対し補助を行う地

方公共団体等に対して補助を行う。 

地方公共団体等は民間事業者等(NPO を含

む)が行う上記事業に対して補助を行う。 

(42,468 の内数 ) 

※2 

(37,709 の内数 ) 

※2 

1/2、1/3 等 

[間接補助] 

（上限額 年

12,360 千円／地区 

等） 

地方公共団

体、都市再

生機構、地

方住宅供給

公社、民間

事業者等 

住宅局 

市街地住宅整備

室 

03-5253-8111 

(内線 39677) 

 

 

21 マンション管理

適正化・再生推

進事業 

継続 全国のマンションに共通する高経年化や区

分所有者の高齢化等に伴う課題の解決を促

進するため、民間事業者等（NPO を含む）

によるマンションの管理適正化・再生推進

に向けた先進的な活動や各種制度の普及・

周知活動に対して補助を行う。 

82 162 10/10 

（定額補助） 

[直接補助] 

（上限額 1 事業主

体あたり 10,000 千

円 等） 

マンション

管理組合の

活動を支援

する民間事

業者等 

住宅局 

参事官（マンシ

ョン・賃貸住宅

担当）付 

03-5253-8111 

(内線 39914) 

 

 

22 地方部での滞在

促進のための地

域周遊観光促進

事業 

継続 地方部への誘客を図りつつ、旅行者の各地

域への周遊を促進するため、観光地域づく

り法人（DMO）が中心となり、地域が一体

となって行う、調査・戦略策定、滞在コン

テンツの充実、受入環境整備、旅行商品流

通環境整備、情報発信といった取組に対し

て総合的な支援を行う。 

(445 の内数) (563 の内数) ・調査・戦略策定：

定額（上限 1,000 万

円） 

・滞在コンテンツの

充実、受入環境整

備、旅行商品流通環

境整備、情報発信・

プロモーション：事

業費の 1/2 等 

登録 DMO が

定めた事業

計画に位置

づけられた

事業の実施

主体（登録

DMO、地方

公共団体） 

 

観光庁観光地域

振興課 

03-5253-8327 

（内線 27715） 

 

 

 

 

23 所有者不明土地

等対策事業 

継続 所有者不明土地や空き地の利用の円滑化、

管理の適正化を図るため、市町村や民間事

業者等（NPO を含む）が実施する所有者不

明土地等対策や、所有者不明土地利用円滑

化等推進法人の指定の円滑化及び空き地の

利活用等に資する先導的取組に対する補助

63 60 【基本事業・関連事

業】 

①地方公共団体が行

う事業 

1/2 以内 

[直接補助] 

地方公共団

体、民間事

業者等

（NPO を含

む） 

不動産・建設経

済局 

土地政策課 

03-5253-8111(内

線 30643) 
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を行う。 ②民間事業者等

（NPO を含む）が行

う事業 

1/3 以内 

[間接補助] 

【モデル事業】 

10/10（定額補助）

[関接補助]（上限額

1 事業主体あたり原

則 2 百万円） 

 

24 二地域居住先導

的プロジェクト

実装事業  

新規 広域的地域活性化のための基盤整備に関す

る法律の改正（令和６年 11 月施行）を踏

まえ、二地域居住者の負担軽減や生活環境

の整備等といった中長期的な課題の解決に

向けた官民連携の先導的なモデル事業を支

援し、二地域居住等の促進を図る。 

10 300 

[300] 

・調査検討に要する

経費：定額（上限額 

年 20,000 千円／

件）） 

・実証実施に要する

経費：１/2 

地方公共団

体や民間事

業者等で構

成されるコ

ンソーシア

ム 

国土政策局 

地方政策課 

03-5253-8369 

(内線：29425) 

 

25 特定居住支援法

人による取組の

推進 

新規 二地域居住等の促進に向けて、「住まい」、

「なりわい」、「コミュニティ」に関するハ

ードルの解決のため、特定居住支援法人と

して指定された NPO 法人・民間事業者等が

地方公共団体と連携して行う先導的な取組

を支援する。 

10 0 定額 民間事業者

等 

国土政策局 

地方政策課 

03-5253-8369 

(内線：29425) 

 

 
※1 社会資本総合整備事業（令和７年度 13,334 億円、令和６年度 13,771 億円）の内数。 

※2 この予算の他、都道府県等が実施する社会資本総合整備事業（令和７年度 13,334 億円、令和６年度 13,771 億円）の内数での事業実施もある。 

※3 地方公共団体等が補助する団体の主体種別、及び発注先等の報告を受けていない。 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 環境省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地球環境パートナー

シッププラザ運営費 

継続 市民・NPO・事業者・行政等の各主体間

のパートナーシップ形成促進を図るた

め、国連大学と共同で東京青山に設置し

ている「地球環境パートナーシッププラ

ザ」において、環境情報の収集・提供、

対話の場づくり、ネットワークの形成支

援等を実施する。 

78 78 ― 環境省 大臣官房 

総合政策課 

民間活動支援室 

（03-3406-

5181） 

 

２ 地方環境パートナー

シップ推進費 

継続 地域における環境保全活動等に関する情

報提供や NPO と自治体、企業、市民等の

パートナーシップ促進の拠点として設置

している「地方環境パートナーシップオ

フィス」において、対話の場づくり、地

域での活動の紹介、環境情報の提供・普

及等を実施する。 

163 166 ― 環境省 大臣官房 

総合政策課 

民間活動支援室 

（03-3406-

5181） 

 

３ 地球環境基金助成金 

（予算事項名：独立

行政法人環境再生保

全機構基金勘定運営

費交付金（うち基金

勘定）） 

継続 独立行政法人 環境再生保全機構に設置

した基金の運用益などにより、環境保全

を目的とする民間団体（NGO／NPO 等）

を対象とし、活動に対する助成を行うと

ともに、環境保全活動に関する情報提

供、人材育成のための研修等を行う。 

（1,568 の内数） （1,320 の内数） ― 独立行政法人

環境再生保全

機構 

大臣官房 

総合政策課 

環境教育室 

（03-5521-

8231） 

 

４ 地域循環共生圏創造

事業費 

継続 地域の活力を最大限に発揮する「地域循

環共生圏」の考え方は「第五次環境基本

計画（平成 30 年４月閣議決定）」で提唱

され、「第六次環境基本計画」（令和６年

５月閣議決定）においても、計画の最上

位の目的である「ウェルビーイング/高

い生活の質」を将来にわたってもたらす

「新たな成長」の実践・実装の場とされ

た。これを受け、地域における炭素中

立、循環経済、自然再興型社会への移行

を促し、持続可能な自立・分散型社会を

構築するため、①トランジションモデル

（325 の内数） （350 の内数） ― 環境省 大臣官房 

地域政策課 

地域循環共生圏

推進室 

（03-5521-

8328） 
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形成、②中間支援機能の担い手育成、③

地域間ネットワーク強化・情報発信を実

施する。 

５ エコツーリズムを通

じた地域の魅力向上

事業 

継続 国立公園等において、自然観光資源を活

用した持続可能な地域活性化を推進する

ため、地域振興に取り組むエコツーリズ

ム推進協議会を対象に、エコツーリズム

の推進体制の整備・強化、魅力あるプロ

グラムの開発、ガイド等の人材育成等の

取組を交付金により支援。 

（20 の内数） （20 の内数） 1/2 以内 地域協議会

（地方公共団

体、NPO 等で

構成）等 

自然環境局 

国立公園利用推

進室 

（03-5521-

8271） 

 

６ 生物多様性保全推進

支援事業 

継続 各地域において実施される生物多様性保

全に資する取組のうち、地域生物多様性

増進法に基づく活動計画の作成、種の保

存法に基づく絶滅危惧種対策、自然公園

法等の法律で指定された保護地域や増進

法に基づく計画区域内での活動、重要里

地里山等における社会経済的課題と環境

的課題を統合的に解決しようとする活動

など、全国的な観点から重要性の高い事

業を支援する。 

（174 の内数） （95 の内数） 1/2、3/4、定

額 

地方公共団

体、地域協議

会（地方公共

団体、NPO 等

で構成）、そ

の他民間団体

等 

自然環境局 

自然環境計画課 

生物多様性主流

化室 

（03-5521-

9108） 

 

７ 良好な水環境保全・

活用モデル事業 

継続 地域における水環境等の保全・活用によ

る地域づくりにより、地域における関係

主体の取組を促すとともに、水環境の適

切な管理・良好な環境の創出を目的とし

たモデル事業を実施する。 

（60 の内数） （25 の内数） ― 地方公共団

体、公益法

人・NPO 法

人・企業・学

校法人・観光

協会等の民間

団体、又はこ

れらを構成団

体とする協議

会等 

水・大気環境局 

環境管理課 

環境創造室 

（03-5521-

8298） 

 

８ 

 

戦略的「令和の里海

づくり」基盤構築事

業 

継続 藻場・干潟等の保全・再生・創出におい

て着実に成果を創出するとともに、地域

特有の手法により地域資源を利活用する

ことで、保全と利活用の好循環を実現す

るための持続可能な里海づくりの基盤構

築を、地域団体とともに戦略的に目指す

もの。 

（60 の内数） （171 の内数） － 地方公共団

体、協議会、

NPO 法人・企

業・漁業協同

組合・学校法

人・観光協会 

等の民間団

体、又はこれ

らを構成団体

水・大気環境局

海洋環境課海域

環境管理室

（03-5521-

8317） 
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とする協議会

等 

９ 良好な環境を活用し

た観光モデル事業 

新規 豊かな水辺、星空、音の風景等、地域特

有の自然や文化の保全が行われてきた地

域において、インバウンド誘客に資する

自然資本の磨き上げとその利活用に取り

組み、「良好な環境」を活用したインバ

ウンド観光の推進を図ることを目的とし

たモデル事業を実施する。 

（150 の内数） ― ― 地方公共団

体、観光地域

づくり法人

（DMO）・公益

法人・NPO 法

人・企業・学

校法人・観光

協会等の民間

団体、又はこ

れらを構成団

体とする協議

会等 

水・大気環境局 

環境管理課 

環境創造室 

（03-5521-

8298） 
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復興関連事業                 令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 環境省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 「脱炭素×復興まち

づくり」推進事業 

継続 震災や原子力災害により大きな影響を受

けた福島県内の市町村では、ゼロカーボ

ンシティ宣言を積極的に行うなど、環境

に配慮したまちづくりへの取組が進めら

れている。しかし、住民の帰還や産業の

再建が道半ばであり、今後、脱炭素社会

をすすめつつ、復興まちづくりの実現を

目指すことは容易ではない。このため、

2050 年カーボンニュートラルの実現、

復興に向けて地方公共団体、民間事業者

等が実施する設備導入等への支援を行

う。 

500 500 計画策定補助

(2/3 上限

1,000 万円) 

 

導入等補助

（1/3 

 1/2 

 2/3 

 3/4 

上限１億円） 

民間事業者・

団体・大学・

地方公共団体 

環境再生・資源

循環局環境再生

事業担当参事官

付福島再生・未

来志向プロジェ

クト推進室 

03-3581-2788 
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通常事業                   令和６年度及び令和７年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 総務省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和７年度予算額 

(百万円) 

令和６年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 集落ネットワーク圏

形成支援事業 

継続 ｢集落ネットワーク圏｣において、生活支

援や｢なりわい｣の創出等の地域課題の解

決に資する取組を幅広く支援。 

400 400 1,500 万円 

(下記項目に

該当する場合

上 限 最 大

3,000 万円) 

①専門人材を

活用する事業 

(＋500 万円) 

②ICT 等技術

を活用する事

業 

( ＋ 1,000 万

円) 

③上記 (①＋

②) 

併用事業 

( ＋ 1,500 万

円) 

集落ネットワ

ーク圏を支え

る中心的な組

織 (地域運営

組織等) 

総務省自治行政

局過疎対策室

03-5253-5536 

 

２ デジタル活用支援推

進事業 

継続 高齢者等のデジタル活用の不安解消に向

けて、スマートフォンを利用したオンラ

イン行政手続等に対する助言・相談等を

行う「講習会」を実施する事業に対して

補助し、デジタル活用支援を推進するこ

とを目的として実施するもの。 

― 2,098（うち補正予

算 2,098） 

定額 

地 域 連 携 型

（対面 TYPE）

の 上 限 額 は

1.4 百万円 

民 間 企 業 、

NPO 法 人 等

（間接補助） 

総務省情報流通

行政局情報流通

振興課 

03-5253-5494 

 

３ 国際見本市を通じた

放送コンテンツの海

外展開 

継続 国内外の国際見本市において、放送コン

テンツの海外展開に係る取引機会確保に

向けた、効果的な訴求方策を検証。 

151 70 ― 民間企業等 総務省情報流通

行政局情報通信

作品振興課 放

送コンテンツ海

外流通推進室 

03-5253-5424 

 

 

 

 


